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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

（1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。 

３．第57期より、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額の算定に当たっては、「１株当たり当期純利

益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）および「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

回次 第56期 第57期 第58期 第59期 第60期 

決算年月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 平成18年12月

売上高 （百万円） 120,613 120,203 122,526 122,775 120,445 

経常利益 （百万円） 4,126 3,943 5,057 5,372 5,426 

当期純利益 （百万円） 1,307 1,688 2,904 3,148 4,726 

純資産額 （百万円） 45,809 47,259 49,917 53,721 56,575 

総資産額 （百万円） 85,946 85,728 93,997 94,910 97,525 

１株当たり純資産額 （円） 619.06 638.11 674.10 725.57 765.09 

１株当たり当期純利益金額 （円） 17.27 22.20 38.48 41.72 63.91 

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益金額 
（円） － － － － － 

自己資本比率 （％） 53.3 55.1 53.1 56.6 58.0 

自己資本利益率 （％） 2.8 3.6 6.0 6.1 8.6 

株価収益率 （倍） 31.6 24.5 19.2 19.7 15.5 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） 9,062 3,680 6,075 5,040 4,564 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） 1,097 △4,353 424 △5,046 △956 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） △2,320 △597 △625 △749 △1,337 

現金及び現金同等物の 

期末残高 
（百万円） 24,125 22,846 28,822 28,126 30,427 

従業員数 

（外書、平均臨時雇用者数） 
（人） 

1,434 

(603) 

1,370 

(508) 

1,369 

(519) 

1,347 

(552) 

1,330 

(597) 



（2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．第60期の１株当たり配当額17円には、創業90周年記念配当５円を含んでおります。 

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

４．第57期より、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額の算定に当たっては、「１株当たり当期純利

益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）および「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

回次 第56期 第57期 第58期 第59期 第60期 

決算年月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 平成18年12月

売上高 （百万円） 113,150 110,964 111,101 110,414 107,841 

経常利益 （百万円） 3,871 3,440 4,758 4,536 4,873 

当期純利益 （百万円） 1,082 1,289 2,325 2,131 2,827 

資本金 （百万円） 13,056 13,056 13,056 13,056 13,056 

発行済株式総数 （千株） 78,750 78,750 78,750 78,750 78,750 

純資産額 （百万円） 50,629 51,710 54,002 56,688 57,461 

総資産額 （百万円） 83,395 83,168 90,927 90,892 90,852 

１株当たり純資産額 （円） 684.20 698.28 729.34 765.70 777.08 

１株当たり配当額 

（内１株当たり中間配当額） 
（円） 

8 

(－) 

8 

(－) 

10 

(－) 

12 

(－) 

17 

(6) 

１株当たり当期純利益金額 （円） 14.30 16.80 30.66 27.96 38.23 

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益金額 
（円） － － － － － 

自己資本比率 （％） 60.7 62.2 59.4 62.4 63.2 

自己資本利益率 （％） 2.1 2.5 4.4 3.9 5.0 

株価収益率 （倍） 38.1 32.4 24.1 29.4 25.8 

配当性向 （％） 54.7 47.6 32.6 42.9 44.5 

従業員数 

（外書、平均臨時雇用者数） 
（人） 

852 

(456) 

832 

(457) 

844 

(462) 

837 

(489) 

829 

(522) 



２【沿革】 

年月 概要 

大正 6年10月 東京都渋谷区恵比寿南にラクトー株式会社を設立 

 8年 7月 日本で最初の乳酸菌飲料「カルピス」を発売 

12年 6月 商号をカルピス製造株式会社に変更 

13年 7月 大阪営業所（現大阪支店）を開設 

昭和23年12月 カルピス製造株式会社を解散し、カルピス食品工業株式会社を発足 

24年12月 東京証券取引所に株式上場 

32年 5月 渋谷区恵比寿南に研究所を新設 

36年10月 大阪証券取引所に株式上場 

36年10月 相模工場稼動 

40年 7月 渋谷区恵比寿西に本社社屋新築移転 

43年 4月 岡山工場稼動 

44年 5月 渋谷区恵比寿南に東京研究所を新築移転 

47年 5月 群馬工場稼動 

48年 4月 炭酸飲料「カルピスソーダ」を発売 

57年 4月 カルピスフーズサービス㈱を設立 

平成 2年10月 味の素株式会社と当社製品の総発売元契約を締結 

 3年 2月 味の素株式会社の飲料部門を統合 

 3年 2月 乳性飲料「カルピスウォーター」を発売 

 3年10月 東京カルピスビバレッジ㈱（現 カルピスビバレッジ㈱（東京））を設立 

 3年12月 ＣＡＰＹ.Ｕ.Ｓ.Ａ.,ＩＮＣ.（現 ＣＡＬＰＩＳ Ｕ.Ｓ.Ａ.,ＩＮＣ.）を設立 

 4年 8月 東日本カルピスビバレッジ㈱（現 東北カルピスビバレッジ㈱）を設立 

 4年11月 カルピス味の素ダノン㈱を設立 

 5年 1月 九州カルピスビバレッジ㈱（現 カルピスビバレッジ㈱（西日本））を設立 

 6年 4月 神奈川県相模原市に研究開発センターを新築移転 

 6年 7月 味の素カルピスビバレッジインドネシア㈱を設立 

 7年 4月 台灣可爾必思股份有限公司を設立 

 7年11月 沖縄カルピスビバレッジ㈱（現 沖縄カルピス販売㈱）を設立 

 9年 1月 タイ味の素カルピスビバレッジ㈱を設立 

 9年 3月 乳酸菌飲料「カルピス酸乳アミール」を発売 

 9年 9月 商号をカルピス株式会社に変更 

 9年11月 中国カルピスビバレッジ㈱（現 カルピスビバレッジ㈱（西日本））を設立 

12年 4月 カルピスビバレッジ㈱（阪名）を設立 

12年 4月 カルピス伊藤忠ミネラルウォーター㈱を設立 

12年 7月 大阪市淀川区に大阪支店社屋新築移転 

13年 6月 「アミールＳ」が食品技術者協会（ＩＦＴ）より「産業発展功労賞」を受賞 

13年11月 「アミールＳ」が国際食品素材展示会（ＦＩＥ）より「最優秀食品研究賞」を受賞 

14年11月 カルピス味の素ダノン㈱館林工場稼動 

15年 4月 カルピスビバレッジ㈱（本社）を設立 

15年 6月 「ＩＳＯ１４００１全社統合認証」を取得 

16年12月 渋谷区恵比寿南に本社社屋新築移転 

17年 6月 機能性素材「ＡｍｅａｌＰｅｐｔｉｄｅ(アミールペプチド)」原料・知財事業を開始 

17年 9月  中国・上海に事務所開設 

18年 3月  群馬工場に畜産用生菌剤「カルスポリン」製造設備を新設 

18年12月  ベトナム・ホーチミンに事務所開設 



３【事業の内容】 

 当社グループ（当社および当社の関係会社）は、「カルピス」、「カルピスウォーター」、「アミールＳ」、「健

茶王」、缶コーヒー「Blendy」、ナチュラルミネラルウォーター「evian（エビアン）」等の各種飲料の製造販売を

主な事業とし、当社、子会社１４社（内、連結子会社１４社）、関連会社４社（内、持分法適用関連会社３社）およ

びその他の関係会社１社にて構成されております。 

 当社グループおよびその他の関係会社等の事業に係る位置づけ、事業の種類別セグメントとの関係は以下のとおり

です。 

（飲料・健康機能性食品事業） 

 主として当社が製造し、当社のその他の関係会社である味の素株式会社を国内における総発売元（酒類を除く）と

し、卸店より小売店を通じて消費者に販売しております。 

連結子会社 カルピスビバレッジ㈱（本社） 自動販売機向け飲料の販売 
カップベンダー用カルピス原液の販売 

東北カルピスビバレッジ㈱ ※１ 

 カルピスビバレッジ㈱（東京） 

 カルピスビバレッジ㈱（阪名） 

 カルピスビバレッジ㈱（西日本） 

 西武商事㈱ ※２ 

自動販売機およびルートセールスを中心と
した飲料の販売 

沖縄カルピス販売㈱ 自動販売機を中心とした飲料の販売および
飲料・ギフト製品の卸店への販売 

台灣可爾必思股份有限公司 台湾における飲料の製造・販売 

カルピスＵＳＡ㈱ 米国における当社製品の輸入・販売および
食品の製造・販売 

カルピス伊藤忠ミネラルウォーター㈱ ナチュラルミネラルウォーターの輸入・販
売 

カルピスビジネスサポート㈱ 販売促進等サービスの提供 
リース・保険等サービスの提供 

カルピス物流サービス㈱ 当社製品の物流業務 

持分法適用関連会社 味の素カルピスビバレッジインドネシア㈱ インドネシアにおける飲料の製造・販売 

タイ味の素カルピスビバレッジ㈱ タイにおける飲料の製造・販売 



（食品その他事業） 

食品 ： 乳製品については、当社が製造し、連結子会社が卸店等へ販売しております。 

チルド・デザート製品については、関連会社が製造販売しております。 

その他： 当社および連結子会社が微生物活用事業を行っております。 

     当社が不動産賃貸事業を行っております。 

連結子会社がリース・保険・不動産のコンサルティング等のサービスを、当社、子会社、関連会社に提

供しております。 

※１．東北カルピスビバレッジ株式会社は、平成18年12月31日をもって解散しております。 

※２．西武商事株式会社は平成19年１月１日をもってカルピスベンディングサービス株式会社に商号変更しておりま

      す。 

※３．重要な後発事象（58ページおよび77ページ）に記載のとおり、当社は、平成19年１月31日開催の取締役会にお

   いて、カルピス味の素ダノン株式会社の株式を全株グループ・ダノン社に譲渡することを決議し、譲渡してお

   ります。 

連結子会社 カルピスフーズサービス㈱ 乳製品等の販売 

 カルピスビジネスサポート㈱ リース・保険等サービスの提供 

 カルピスＵＳＡ㈱ 米国における当社製品の輸入・販売 

 ＣＡエステート㈱ 不動産コンサルティング・仲介 

持分法適用関連会社 カルピス味の素ダノン㈱ ※３ チルド・デザート製品の製造・販売 

持分法非適用関連会社 パンピー食品㈱ チルド製品の製造・販売 



 事業系統図は次のとおりです。 



４【関係会社の状況】 

(1）連結子会社 

名称 住所 
資本金 
（百万円）

主要な事業
の内容 

議決権の
所有割合
（％） 

関係内容 

カルピス物流サービス㈱ 
神奈川県

相模原市 
100 

飲料・健康

機能性食品 
100.00 

当社グループの物流業務を行っており

ます。 

当社が建物・土地を賃貸しております。

役員の兼任等…有 

カルピスフーズサービス㈱ 
東京都 

渋谷区 
90 食品その他 100.00 

当社の乳製品等の販売を行っておりま

す。 

当社が建物を賃貸しております。 

役員の兼任等…有 

カルピスビジネスサポート

㈱ 

東京都 

渋谷区 
10 

飲料・健康

機能性食品 

食品その他 

100.00 

当社グループの販売促進業務等を行っ

ております。 

当社グループのリース・保険業等を行

っております。 

当社が建物を賃貸しております。 

役員の兼任等…有 

カルピスビバレッジ㈱ 

（東京） 

東京都 

渋谷区 
100 

飲料・健康

機能性食品 
100.00 

主として自動販売機により、首都圏に

おいて当社製品等の販売を行っており

ます。 

当社が建物を賃貸しております。 

役員の兼任等…有 

カルピスＵＳＡ㈱ 

アメリカ

カリフォ

ルニア州 

千USD 

6,000 

飲料・健康

機能性食品 

食品その他 

100.00 

米国において当社製品の輸入・販売お

よび製造・販売を行っております。 

当社より資金援助を受けております。 

役員の兼任等…有 

東北カルピスビバレッジ㈱

（注）６ 

宮城県 

仙台市 

若林区 

60 
飲料・健康

機能性食品 
100.00 

主として自動販売機により、東北地区

において当社製品等の販売を行ってお

ります。 

当社より資金援助を受けております。 

役員の兼任等…有 

カルピスビバレッジ㈱ 

（西日本） 

福岡県 

糟屋郡 
100 

飲料・健康

機能性食品 
100.00 

主として自動販売機により、中国・九

州地区において当社製品等の販売を行

っております。 

当社より資金援助を受けております。 

カルピスビバレッジ㈱ 

（阪名） 

大阪府 

大阪市 

淀川区 

40 
飲料・健康

機能性食品 
100.00 

主として自動販売機により、東海・近

畿地区において当社製品等の販売を行

っております。 

当社が建物を賃貸しております。 

当社より資金援助を受けております。 

役員の兼任等…有 

 



(2）持分法適用関連会社 

名称 住所 
資本金 
（百万円）

主要な事業
の内容 

議決権の
所有割合
（％） 

関係内容 

沖縄カルピス販売㈱ 
沖縄県 

那覇市 
40 

飲料・健康

機能性食品 
100.00 

主として自動販売機により、沖縄地区

において当社製品等の販売を行ってお

ります。 

当社より資金援助を受けております。 

役員の兼任等…有 

台灣可爾必思股份有限公司 
台湾 

台北市 

百万NTD 

70 

飲料・健康

機能性食品 
100.00 

台湾において当社製品の製造・販売を

行っております。 

当社より資金援助を受けております。 

役員の兼任等…有 

カルピス伊藤忠ミネラル 

ウォーター㈱ (注)２ 

東京都 

渋谷区 
450 

飲料・健康

機能性食品 
60.00 

主として当社にミネラルウォーターの

販売を行っております。 

当社が建物を賃貸しております。 

当社より資金援助を受けております。 

役員の兼任等…有 

カルピスビバレッジ㈱ 

（本社）（注）２ 

神奈川県

相模原市 
100 

飲料・健康

機能性食品 
100.00 

主として自動販売機向けの当社製品の

販売を行っております。 

カップベンダー用カルピス原液の販売

を行っております。 

当社が建物を賃貸しております。 

役員の兼任等…有 

西武商事㈱（注）３、７ 

神奈川県

横浜市 

旭区 

12 
飲料・健康

機能性食品 

100.00 

(100.00) 

主として自動販売機により、首都圏に

おいて当社製品等の販売および飲料自

動販売機の保守を行っております。 

当社より資金援助を受けております。 

ＣＡエステート㈱ 
東京都 

渋谷区 
10 食品その他 100.00 

不動産コンサルティングおよび仲介を

行っております。 

 当社が建物を賃貸しております。 

役員の兼任等…有 

名称 住所 資本金 
主要な事業
の内容 

議決権の
所有割合 
（％） 

関係内容 

カルピス味の素ダノン㈱

（注）８ 

東京都 

渋谷区 

百万円 

1,400 

飲料・健康

機能性食品 

食品その他 

30.00 

当社のチルド飲料の販売を行ってお

ります。 

当社が土地・建物・機械装置を賃貸

しております。 

役員の兼任等…有 

味の素カルピスビバレッジ

インドネシア㈱ 

インドネ

シア 

ジャカル

タ市 

百万USD 

16 

飲料・健康

機能性食品 
50.00 

インドネシアにおいて当社ブランド

製品の製造・販売を行っておりま

す。 

役員の兼任等…有 

タイ味の素カルピスビバレ

ッジ㈱ 

タイ 

バンコク

市 

百万THB 

660 

飲料・健康

機能性食品 
40.00 

タイにおいて当社ブランド製品の製

造・販売を行っております。 

役員の兼任等…有 



(3）その他の関係会社 

 （注）１．主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２．特定子会社に該当しております。 

３．議決権の所有割合の（ ）内は、間接所有割合で内数であります。 

４．有価証券報告書を提出しております。 

５．上記子会社のうち、最近連結会計年度における連結財務諸表の売上高に占める連結子会社の売上高の割合が

10％を超える子会社はありません。 

６．東北カルピスビバレッジ株式会社は、平成18年12月31日をもって解散しております。 

７．西武商事株式会社は平成19年1月1日をもってカルピスベンディングサービス株式会社に商号変更しておりま

す。 

８．重要な後発事象（58ページおよび77ページ）に記載のとおり、当社は、平成19年1月31日開催の取締役会に

おいて、カルピス味の素ダノン株式会社の株式を全株グループ・ダノン社に譲渡することを決議し、譲渡し

ております。 

５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業従業員数であります。 

２．従業員数欄の（外書）は臨時従業員の年間平均雇用人数であります。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は、就業従業員数であります。 

２．従業員数欄の（外書）は臨時従業員の年間平均雇用人数であります。 

３．平均年間給与は、賞与および基準外賃金を含んでおります。 

(3）労働組合の状況 

 当社グループにおいては、当社および国内連結子会社１社で労働組合が組織されております。 

 なお、労使関係について特に記載すべき事項はありません。 

名称 住所 
資本金 
（百万円） 

主要な事業
の内容 

議決権の 
被所有割合 
（％） 

関係内容 

味の素㈱ (注)４ 
東京都

中央区 
79,863 

飲料・健康

機能性食品 

食品その他 

26.71 

当社製品（酒類を除く）の国内におけ

る販売を行っております。 

役員の兼任等…有 

  平成18年12月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

飲料・健康機能性食品 1,236 (543) 

食品その他 94 (54) 

計 1,330 (597) 

  平成18年12月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

829 （522） 42.0 18.7 7,383,190 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

（1）業績 

  当連結会計年度におけるわが国経済は、好調な企業業績を背景に設備投資が積極的に行われ、また輸出が順調に

推移し、緩やかな景気拡大が続いたものとみられております。 

  しかしながら、飲料業界におきましては、原油の高騰など原材料価格が上昇する一方、天候不順の影響により、

市場全体の売上は前年をやや下回ったものと思われます。 

  このような状況のもと、当社グループでは、主力の乳性飲料を中心に効果的な販促施策を推進するとともに、秋

冬向け商品の開発とその販売強化に努め、また、ひきつづき畜産用生菌剤の拡販にも注力いたしました。 

  さらに、生産・物流の両面において徹底したコストダウンを推し進めるとともに、平成18年２月には全社業務改

革プロジェクト“KAKUSHIN-7”をスタートさせ、全社の業務プロセスの見直しに着手いたしました。 

  以上の結果、当連結会計年度の売上高は１,２０４億４千５百万円、前期比１.９％減となり、経常利益は５４億

２千６百万円、前期比１.０％増、当期純利益は４７億２千６百万円、前期比５０.１％増となりました。 

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

  

（飲料・健康機能性食品事業） 

  飲料・健康機能性食品セグメントの売上高は１,０８２億６千４百万円（前期比３.４％減）、営業利益は４３億

５千５百万円（同７.８％減）となりました。ナチュラルミネラルウォーター「evian(エビアン)」や果汁飲料

「Welch's(ウェルチ)」、が大幅に売上を伸ばしましたが、９月にチルド飲料の販売を中止したことや、「ほっとレ

モン」など冬用ホット飲料が苦戦し、売上高は前期を下回りました。 

 ①コンク飲料 

  コンク飲料部門の売上高は、２０３億１千９百万円（同１.０％増）となりました。 

  主力商品「カルピス」は、前期にひきつづき全国的な試飲キャンペーンを展開するなど、販促活動に努めました

ものの、ギフト商品を除き壜容器の販売を終了したことや、天候不順などが影響し、売上は前期をやや下回りまし

た。 

  “「カルピス」フルーツ”は、“季節を彩る「カルピス」マンゴー”や“季節を彩る「カルピス」パイナップ

ル”など、季節感あふれる新品種を投入した結果、売上は前期をわずかながら上回りました。 

  “ほっとゆず・かりん”など濃縮タイプのホット飲料は、店頭における積極的なプロモーションが奏功し、大幅

に伸長しました。 

  また、“飲むりんご酢＆「カルピス」”や、ギフト商品“THE VINEGARS(ザ・ビネガーズ)”は、製品改定によ

り、年間を通じて好調に推移し、売上は前期を大幅に上回りました。 

 ②乳性ストレート飲料 

  乳性ストレート飲料部門の売上高は、４５１億８千４百万円（同５.２％減）となりました。 

  発売１５周年を迎えた「カルピスウォーター」は、天候不順の影響を受けながらも、人気キャラクターを用いた

景品キャンペーンを実施した結果、前期並みの実績を確保しました。「フルーツカルピス」の売上は、前期をやや

下回りました。 

  また、「カルピスソーダ」は、生乳や練乳を贅沢に使用した新製品“「カルピスソーダ」まろやか仕立て”が好

調に推移し、売上は前期を上回りました。 

  低アルコール飲料「カルピスサワー」の売上は、前期をやや下回りましたが、「CALPIS/BARTIME(バータイム)」

が製品改定により、極めて好調に推移しました。 



 ③その他ストレート飲料 

  その他ストレート飲料部門の売上高は、３７２億９百万円（同１.１％増）となりました。 

  アミノ酸を配合したスポーツ飲料「アミノバイタル」につきましては、大手コンビニエンスストアとの協働によ

り新たに投入した“「アミノバイタル」BCAA3000”が売上に貢献し、好調に推移しました。 

「ほっとレモン」をはじめとする冬用ホット飲料は、初冬の温暖な気候の影響により、売上は前期を大幅に下回り

ました。 

  また、国際ブランド商品につきましては、ナチュラルミネラルウォーター「evian(エビアン)」は、積極的に販路

を拡大したことなどにより、果汁飲料「Welch's(ウェルチ)」は、既存品種のリニューアルと新品種の発売が功を奏

し、ともに売上を大幅に伸ばしました。 

 海外事業につきましては、アジアでは、タイにおいて缶コーヒー“Birdy”が着実に伸長し、売上に貢献しまし

た。台湾においては、主力の「可爾必思(カルピス)」や、新製品「水果可爾必思苺(フルーツカルピス苺)」を発売

し、極めて好調に推移しました。また、平成18年12月には、ベトナム ホーチミン市に駐在員事務所を開設し、缶コ

ーヒーなどのテスト販売に向け着々と準備を進めております。 

 ④健康機能性飲料・食品 

 健康機能性飲料・食品事業の売上高は、競合の激化などに加え、平成18年９月にチルド飲料の販売を中止したこ

とが影響し、５５億５千万円（同２５.５％減）となりました。 

  血圧調整作用を有する「カルピス酸乳/アミールＳ・120」(特定保健用食品)は、“愛飲感謝キャンペーン”を実

施するなど、新規顧客の獲得に努めましたが、競合の激化により、大幅な売上減を余儀なくされました。 

  血糖値上昇抑制作用を有する「健茶王」(特定保健用食品）は、景品キャンペーンなど店頭におけるプロモーショ

ンを強化しましたが、販売競争の激化により、売上は前期を下回りました。 

  近年とくにその働きが注目されている乳酸菌「Ｌ－92」菌を活用した「インターバランスＬ－92」は、さまざま

な飲用シーンにあわせ、平成17年末からサプリメントタイプに新たにミントタブを加え、また、ゼリー飲料タイプ

を新たに投入いたしました。しかしながら、花粉飛散量が激減したことにより、売上は前期を大幅に下回りまし

た。 

  米国においては、健康・機能性食品素材「AmealPeptide(アミールペプチド)」が、大手サプリメントメーカーに

新たに採用され、今後の売上増が期待されます。 

（食品その他事業） 

 食品その他セグメントの売上高は１２１億８千１百万円（前期比１３.６％増）、営業利益は１０億５百万円（同

９４.８％増）となりました。 

 ①食品 

  食品部門の売上高は、バターの売上増により乳製品が増収となり８８億６千６百万円（同３.８％増）となりまし

た。 

 ②微生物活用事業 

  微生物活用事業の売上高は、１５億７千万円（同１５４.０％増）となりました。 

  畜産用生菌剤につきましては、世界最大手の食肉加工メーカーであるタイソン・フーズ社との取引開始により、

「カルスポリン」が極めて好調に推移しました。平成18年11月には、欧州で新たに販売許可を取得し、今後さらな

る拡売を期待しております。 

 ③その他事業 

  不動産賃貸収入をはじめとするその他事業の売上高は、１７億４千４百万円（同１１.１％増）となりました。 



(2）キャッシュ・フロー 

 当連結会計年度の連結キャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、前期に比べ４億７千６百万円減少し、４５億６千４百万円の収入となりまし

た。前期に比べ減少した主な要因は、法人税等支払額の増加によるものです。 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、当連結会計年度は、固定資産の取得による支出が３９億１千９百万円となり

ましたが、固定資産売却による収入が２６億３千２百万円あったため、前期に比べ支出が４０億９千万円減少し、９億

５千６百万円の支出となりました。 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金支払を１株当たり２円増配したこと、また中間配当を開始したことな

どにより、前期に比べ５億８千８百万円支出が増加し、１３億３千７百万円の支出となりました。 

 以上の結果、当連結会計年度末における現金及び現金同等物の残高は、前期末に比べ２３億１百万円増加し、３０４

億２千７百万円となりました。 

 
前連結会計年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

営業活動によるキャッシュ・フロー（百万円） 5,040 4,564 

投資活動によるキャッシュ・フロー（百万円） △5,046 △956 

財務活動によるキャッシュ・フロー（百万円） △749 △1,337 

現金及び現金同等物に係る換算差額（百万円） 58 30 

現金及び現金同等物の増減額（百万円） △696 2,301 

現金及び現金同等物の期末残高（百万円） 28,126 30,427 



２【生産、受注および販売の状況】 

(1）生産実績 

 当連結会計年度の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注実績 

 当社グループは、受注生産は行っておりません。 

(3）販売実績 

 当連結会計年度の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２．最近２連結会計年度の主な相手先の販売実績および総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

なお、上記金額には、連結子会社への販売金額は含まれておりません。 

３．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業の種類別セグメント名称 
当連結会計年度 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

前年同期比（％） 

飲料・健康機能性食品事業（百万円） 92,838 98.5 

食品その他事業（百万円） 2,451 163.1 

合計（百万円） 95,289 99.6 

事業の種類別セグメント名称 
当連結会計年度 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

前年同期比（％） 

飲料・健康機能性食品事業（百万円） 108,264 96.6 

食品その他事業（百万円） 12,181 113.6 

合計（百万円） 120,445 98.1 

相手先 
前連結会計年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

味の素（株） 
金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％） 

84,168 68.6 83,972 69.7 



３【対処すべき課題】 

 当社グループは「『魅力と価値のある商品や技術』を提供して、“心とからだの健康”に役立ち、社会に貢献でき

る企業を目指す」ことを企業理念として、事業活動を展開しております。また、メーカーの原点である製品の品質・

安全性の確保をはじめ、環境経営の推進などＣＳＲ（企業の社会的責任）への対応にも積極的に取り組んでいく所存

です。 

 飲料業界におきましては、市場の成熟化や製品の低価格化が進む中で機能性飲料をはじめとする健康関連製品が数

多く登場するなど、ひきつづき激しい企業間競争が続くことが予想されます。このような経営環境のもと、当社グル

ープでは、「３ヵ年（２００５年～２００７年）中期経営計画」において次の７項目を経営の基本方針とし、「『健

康機能性飲料・食品』と『乳性飲料』のグローバルな事業展開による付加価値型企業グループの実現」を目指して経

営を推進しております。 

１) 新事業・新製品開発力の強化 

   新事業・新製品を開発し、絶えず既存の事業や製品を見直すことにより、「魅力と価値のある商品」を市場 

  に提供し続けていきます。 

２) 固有技術力の強化と活用 

   当社固有の“技術やノウハウ”の領域を拡げるとともに、質的な向上を図って事業基盤を一層強固なものと 

  していきます。 

３) コスト競争力と営業力の強化 

   コスト競争力と営業力のさらなる強化を図り、激しさを増す企業間競争に対処していきます。 

４) 事業のグローバル化の推進 

   グローバリゼーション（国際化）に積極的に対応していきます。 

５) 品質・安全性の追求 

   製品の品質および安全性の向上について、万全を期して対応します。 

６) ＣＳＲ（企業の社会的責任）の推進 

   ＣＳＲに関する当社グループ共通の価値観を醸成し、社会に対する責任を果たします。 

７) 率先行動する明るく逞しい企業風土の醸成 

   社員一人ひとりが自主性をもって能力と個性を発揮し、創造性にあふれた活力ある企業風土をつくります。 

４【事業等のリスク】 

  当社グループの業績および財政状態に影響を及ぼす可能性のあるリスクには、主に以下のようなものがあります。

 なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において入手可能な情報に基づき、当社グループ

が判断したものであります。 

 １）国内市場環境 

 当社グループでは、市場の動向を把握しつつ、グループの固有技術やノウハウを活用し、お客様のニーズにあった

商品の提供に努めております。 

 しかしながら、当社グループの売上高の大部分を占める日本国内の景気が悪化し、個人消費が著しく低迷した場

合、あるいは飲料業界における競争激化が一層厳しさを増し、商品開発やマーケティング施策が十分な成果をあげら

れなかった場合には、当社グループの業績および財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

 ２）海外情勢 

 当社グループは、米国、欧州、アジアなど、海外におきましても事業を展開しております。また、日本国内で独占

販売しているミネラルウォーター「evian（エビアン）」は、すべてフランスから輸入しております。 

 このため、海外の関連地域における政治や経済動向の変化、個人消費動向の変化、紛争・テロ・感染症の流行、大

規模な自然災害などの事象が生じた場合には、当社グループの業績および財政状態に影響を及ぼす可能性がありま

す。 

 ３）食の安全性 

 当社グループは、製品の設計段階から関連部門による「製品審査」を行い、製品化を決定するとともに、製造段階

では、国際的に認められている管理基準を取得し、詳細な自主基準により製品の安全性と品質の確保に万全を期して

おります。 

 食の安全性がますます強く求められる中、このような取り組みの範囲を超えた重大な品質トラブルが発生した場

合、当社グループの評価が低下し、売上高の減少や多額のコスト発生などにより、業績および財政状態に影響を及ぼ

す可能性があります。 



 ４）自然災害 

 当社グループの製品の大半は、自社工場である相模工場（神奈川県相模原市）、岡山工場（岡山県総社市）、群馬

工場（群馬県館林市）で製造しており、コスト競争力強化のため、これら自社工場の稼働率向上に積極的に取り組ん

でおります。また、生産ラインの中断による供給不能リスクを回避するため、大部分の製品は２ヵ所以上の工場で製

造できるように製造ラインを設置しております。しかしながら、これらの地域において、大規模な地震などの事象が

発生した場合、製品の生産能力が著しく低下し、当社グループの業績および財政状態に影響を及ぼす可能性がありま

す。 

 ５）天候 

 当社グループの主力事業である飲料事業は、夏季の天候の影響を受ける可能性があり、冷夏や長雨などの天候不良

が当社グループの業績および財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

 ６）情報管理 

 当社グループは、キャンペーンなどを通じてお客様の個人情報を相当数保有しております。当社グループでは、お

客様の個人情報を尊重し、適切に管理するために、「個人情報保護委員会」を設置し、従業員に対する啓発活動を行

うなど責任体制の強化に努めております。 

 しかしながら、将来において情報漏えいなどの予期し得ない事象が発生した場合、当社グループの信用低下によ

り、業績および財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

 ７）法的規制 

 当社グループは、事業を展開する各国において様々な法的規制を受けております。 

 国内の事業におきましては、食品安全基本法をはじめ食品衛生法、製造物責任法（ＰＬ法）、薬事法、酒税法、環

境・リサイクル関連法規、不当景品類及び不当表示防止法（通称：景品表示法）などの規制を受けております。ま

た、海外事業に関しましても、関税や輸出入規制、当該国の法的規制を受けております。 

 当社グループではコンプライアンス経営推進のもとに、これらの法的規制の順守に努めておりますが、将来これら

の規制を順守できなかった場合、あるいは規制の強化・変更、予測し得ない新たな規制の設定などがあった場合、当

社グループの業績および財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

 ８）為替レートの変動 

 当社グループにおける海外関係会社は、現地通貨ベースで財務諸表を作成しており、円換算時の為替レートが当社

グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 また、原材料の調達などの海外取引の決済についても調達先の現地通貨で行なっているものがあり、為替レートの

変動が当社グループのコストを押し上げ、業績および財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

 ９）原材料の調達 

 当社グループの製品コストにおいて、原材料価格は重要な割合を占めております。従いまして、缶やペットボトル

などの包材あるいは牛乳や砂糖などの原料の調達につきましては、低コストかつ安定的な調達に努めております。 

 しかしながら、原材料価格の高騰あるいは飲料業界における急激な需要の変化などによって、原材料の調達が困難

になり、コストの上昇あるいは機会損失などが生じ、当社グループの業績および財政状態に影響を及ぼす可能性があ

ります。 

１０）特定得意先への依存 

 当社は、総販売実勢の約７割を味の素株式会社に依存しております。同社は、当社株式の議決権の２６.７％を有

する当社の「その他の関係会社」であり、当社とは当社製品（酒類を除く）の国内における総発売元となる旨の契約

を締結しております。 

 現時点では、同社と当社の関係は極めて良好でありますが、将来的に同社との契約条件が変更となった場合、ある

いは契約が解除となった場合には、当社の業績および財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

５【経営上の重要な契約等】 

  前連結会計年度末における経営上の重要な契約のうち、以下の契約については、平成18年９月に当社がチルド飲料の製

造・販売を中止したことにともない、終了いたしました。 

契約会社名 契約締結先 国名 契約内容 契約年月日 

カルピス㈱ 味の素株式会社 日本 
当社製品（酒類を除く）の国内に

おける総発売元となること 
平成２年10月１日 

契約会社名 契約締結先 国名 契約内容 契約年月日 

カルピス㈱ カルピス味の素ダノン株式会社 日本 
当社チルド製品の販売および生産

技術の供与・ブランドの貸与 
平成４年11月24日 



６【研究開発活動】 

 当社グループの研究開発活動は、商品開発研究所、健康・機能性食品開発研究所、基礎研究フロンティアラボラ

トリーの３研究所および飼料事業部相模研究グループと、それらをサポートする研究戦略部の５部門で行っており

ます。 

 商品開発研究所では、お客様の視点やニーズを踏まえたスピーディな新製品開発、製品改定を行っております。

「カルピス」の研究で培った乳・乳酸菌を扱う技術を基盤に、「カルピスウォーター」、「フルーツカルピス」な

どの乳性飲料の開発をはじめ、果汁飲料、茶系飲料、低アルコール飲料など、幅広い製品開発を行っております。

さらにグローバルな飲料事業展開を支援すべく、米国や東南アジア諸国向け製品開発や技術支援を行っておりま

す。 

 健康・機能性食品開発研究所では、時代の変化を先取りした、お客様の健康と生活の質(QOL)向上に役立つ製品の

開発を行っております。「カルピス酸乳」の持つ様々な生理機能を生かしたオリジナリティーの高い機能性飲料・

食品の開発や、機能性乳酸菌である「L-92乳酸菌」などの有用微生物の活用に取り組んでおります。また、機能性

食品素材「AmealPeptide（アミールペプチド）」の国内外での展開を技術面でサポートしております。 

 基礎研究フロンティアラボラトリーでは、食品の機能性に関わる最先端技術を活用し、発酵乳、乳酸菌やペプチ

ドの新規機能性の研究に取組んでおります。 

 飼料事業部相模研究グループは、微生物活用による家畜の腸内フローラ改善に着目することで、安全でおいしい

畜産物生産の為の畜産用生菌剤の開発に取り組んでおります。 

 当連結会計年度における当社グループの研究開発費用は１，５３８百万円、また特許の保有数は国内外合わせて 

約５５０件（出願中を含む）であります。 

 

（飲料・健康機能性食品事業） 

 時代とともに変化するお客様の多種多様なニーズに対応すべく、商品開発研究所では止渇型・嗜好型飲料につい

て、健康・機能性食品開発研究所では健康機能性飲料・食品について、積極的に新製品の開発や現行製品の改定を

しました。 

 止渇型・嗜好型飲料においては、コンク飲料では、旬の果汁と「カルピス」を組合せて季節感を楽しむ「季節を

彩るカルピス」シリーズの「メロン」や「バナナミックス」などを開発しラインナップ充実を図りました。そのほ

か期間限定「『カルピス』スイートスイーツ」シリーズで、「カルピス」と旬のいちごに相性の良い乳素材をバラ

ンスよく配合した「コク味(こくみ)のいちご」などを開発しました。乳性ストレート飲料では、従来品に比べてカ

ルシウムを増量し、かつ乳酸風味のおいしさをアップした乳性飲料「ぐんぐんグルト」や、冷凍対応PETボトルを使

用した「凍らせておいしいカルピス」、福島県産白桃果汁と北海道産牛乳・生クリームを用い、酸味を抑えてまろ

やかな味にした「『和CAFÉ』こだわりの白桃ラテ」などを開発・改定しました。低アルコール飲料では、世界No.１

バーテンダー石垣忍氏監修の「『CALPIS/BARTIME（バータイム）』カルピス カシス＆ベリー」などを開発・改定し

ました。その他ストレート飲料では、従来品に比べて黒豆風味を強め香りを立たせた「黒豆黒茶」や、ホワイトグ

レープにみかんの１品種である〝タンジェリン〟をブレンドした「『Welch’s』タンジェリンブレンド100」などの

開発・改定を行いました。 

 健康機能性飲料・食品においては、ダイエット成分として認知度の高い〝Ｌ－カルニチン〟を手軽に摂取できる

機能性緑茶「『ファインサポート』すっきりダイエット緑茶」や、機能性アミノ酸、マカエキス、カフェイン、ビ

タミンＢ群を配合した栄養ドリンク「『アルギンＺ』ゴールド」などを、また通販商品の「健彩生活」シリーズで

は生きて腸まで届く乳酸菌とビフィズス菌を配合したサプリメント「『健彩生活』乳酸菌＆ビフィズス菌」を開

発・改定しました。 

 当連結会計年度に開発・改定した製品は、１３０アイテムとなりました。飲料・健康機能性食品事業での研究開

発費用は１，４４１百万円であります。 

 

（食品その他事業） 

 商品開発研究所および健康・機能性食品開発研究所では、新製品の開発や既存品の改定に取組んでおります。当

連結会計年度に開発・改定した製品は、「『カルピス』のむゼリー」の１アイテムです。 

 食品その他事業での研究開発費用は９６百万円であります。  



７【財政状態および経営成績の分析】 

（１）当連結会計年度の経営成績の分析 

① 売上高 

 売上高は天候不順の影響などにより、前期を２３億２千９百万円下回り、１,２０４億４千５百万円（前期比 

１.９％減）となりました。 

② 売上原価、販売費及び一般管理費 

 売上原価は前期から１２億６千９百万円減少し、６０１億３千１百万円（前期比２.１％減）となりました。原油の

高騰など原材料価格が上昇しましたが、ペットボトル飲料の内製化を進め製造経費を削減し、売上原価率は前期より

０.１ポイント改善し、４９.９％となりました。 

 販売費及び一般管理費は、前期から１１億８千４百万円減少し５４９億５千２百万円（前期比２.１％減）となりま

した。運送費・保管料、広告費の減少が主な要因です。 

③ 営業利益 

 売上高の減少により売上総利益は減少しましたが、販売費及び一般管理費の抑制により営業利益は前期を１億２千

４百万円上回り、５３億６千１百万円（前期比２.４％増）となりました。 

④ 営業外収益・費用 

 営業外収支差は前期を６千９百万円下回り６千５百万円のプラスとなりました。受取利息から支払利息を差し引い

た利息収支は前期より１千８百万円増加し、当期は７百万円のマイナスとなりました。持分法投資損益は、前期より

１億１千９百万円減少し、１億９百万円の損失となりました。 

⑤ 経常利益 

 経常利益は前期を５千４百万円上回り、５４億２千６百万円（前期比１.０％増）となりました。 

⑥ 特別利益 

 特別利益は前期より２６億７千７百万円増加し、２８億２千７百万円となりました。 

 当期は土地の譲渡などによる固定資産売却益２６億１千５百万円および投資有価証券売却益２億１千２百万円を計

上しました。 

⑦ 特別損失 

 特別損失は前期より５億８千１百万円減少し、３億７千６百万円となりました。 

 前期は減損損失５億７千５百万円などを計上しましたが、当期は固定資産売却損２億７千１百万円および事業撤退

損９千万円などを計上しました。 

⑧ 当期純利益 

 当期純利益は前期を１５億７千７百万円上回り、４７億２千６百万円（前期比５０.１％増）となりました。 

  これにより当期の１株当たり当期純利益は６３円９１銭となりました。 

（２）当連結会計年度の資金の流動性および資金需要 

①キャッシュ・フロー 

  キャッシュ・フローの状況につきましては、「第２ 事業の状況 １業績等の概要（2）キャッシュ・フロー」に

 記載のとおりであります。 

②資金需要 

  当社グループの運転資金の需要のうち主なものは、当社グループ製品製造のための原材料の購入のほか、製造費

 用、販売費及び一般管理費の営業費用、設備投資資金であります。営業費用の主なものは人件費および広告宣伝 

 費、拡売費等のマーケティング費用によるものであります。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当社グループ(当社および連結子会社)は、生産設備の更新、生産性の向上、品質レベルの向上、物流の効率化、

販売体制の強化などを目的とし、当連結会計年度は３５億５千５百万円の設備投資を実施いたしました。 

 飲料・健康機能性食品事業におきましては、群馬工場にてギフト商品に関する新規生産設備の設置等により２７

億５千４百万円の設備投資を実施いたしました。 

 食品その他事業におきましては、群馬工場にて畜産用生菌剤「カルスポリン」生産設備の新設等により８億１百

万円の設備投資を実施いたしました。 

 なお、生産能力に重要な影響を与える設備の除却、売却などはありません。 

２【主要な設備の状況】 

 当社グループ（当社および連結子会社）における主要な設備は、以下のとおりです。 

 (1）提出会社 

 （注）上記金額は、帳簿価額であり、建設仮勘定は含まれておりません。 

 (2）国内子会社 

   リース契約による賃借設備のうち主要な設備は、以下のとおりです。 

 (3）在外子会社 

   特記すべき主要な設備はありません。 

３【設備の新設、除却等の計画】 

（1）重要な設備の新設等 

 当連結会計年度末現在における重要な設備の新設等の計画は次のとおりであります。 

 当社が製造・販売している畜産用生菌剤「カルスポリン」は、抗生物質の代替品として畜産物の生産性向上が

高く評価されており、今後も需要の増大が見込まれるため、平成18年３月に群馬工場に新設した「カルスポリ

ン」製造設備の増強工事を計画し、着手しております。 

（2）重要な設備の除却等 

  経常的な設備の更新のための除却、売却を除き、重要な設備の除却、売却の計画はありません。 

  平成18年12月31日現在

事業所名 所在地 
事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 

帳簿価額 

従業員数 
（人） 

建物及び
構築物 
（百万円）

機械装置
及び運搬
具 
（百万円） 

土地 
（百万円）
（面積㎡）

その他 
（百万円） 

合計 
（百万円） 

相模工場・ 

研究所 

神奈川県 
相模原市 

飲料・健康 
機能性食品 

食品その他 

飲料製造設備

研究開発施設
設備 

2,426 1,554 
1,613

(87,195) 
305 5,899 162 

岡山工場 岡山県総社市 

飲料・健康 
機能性食品 

食品その他 

飲料製造設備 1,541 1,702 
218

(72,037) 
40 3,503 83 

群馬工場 群馬県館林市 

飲料・健康 
機能性食品 

食品その他 

飲料製造設備 1,760 2,728 
723

(138,075) 
74 5,285 95 

各支店他 
東京都渋谷区
他 

飲料・健康 
機能性食品 

食品その他 

販売設備他 3,175 99 
1,778

(67,373) 
270 5,324 230 

本社 東京都渋谷区 

飲料・健康 
機能性食品 

食品その他 

本社ビル他 3,580 150 
1,350
(5,331) 

699 5,780 259 

会社名 名称 数量(台)  契約期間(年)  年間リース料(百万円)  

カルピスビバレッジ㈱（本社） 自動販売機 43,188 5 1,816 

会社名 

事業所名 
所在地 

事業の種類別

セグメントの

名称 

設備の内容 

投資予定金額 

資金調達 

方法 

着手および完了予定年月 

完成後の 

増加能力 総額 

(百万円) 

既支払額 

(百万円) 
着手 完了 

カルピス㈱ 

群馬工場 

群馬県 

館林市 
食品その他 製造設備 480 －  自己資金 

平成 

18.9 

平成 

19.3 
150％増加 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3) 【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注） 第三者割当による増加、発行価格：1,257円、資本組入額：629円 

(5）【所有者別状況】 

（注）１．自己株式4,804,267株は「個人その他」に4,804単元、「単元未満株式の状況」に267株が含まれております。 

   ２．「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1単元含まれております。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 160,000,000 

計 160,000,000 

種類 
事業年度末現在発行数（株） 
（平成18年12月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年３月29日） 

上場証券取引所名また
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 78,750,000 78,750,000 

㈱東京証券取引所 
 市場第一部 
㈱大阪証券取引所 
 市場第一部 

－ 

計 78,750,000 78,750,000 － － 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（千株） 

発行済株式 
総数残高 
（千株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金 
増減額 
（百万円） 

資本準備金 
残高 

（百万円） 

平成2年9月4日(注) 15,750 78,750 9,906 13,056 9,891 9,897 

  平成18年12月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数1,000株） 
単元未満株
式の状況 
（株） 

政府および
地方公共団
体 

金融機関 証券会社 
その他の 
法人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 47 32 138 57 ― 5,031 5,305 － 

所有株式数 
（単元） 

－ 15,024 781 40,210 5,912 － 16,581 78,508 242,000

所有株式数の
割合（％） 

－ 19.2 1.0 51.2 7.5 － 21.1 100.0 － 



(6）【大株主の状況】 

 （注）１．財団法人三島海雲記念財団は、自然科学および人文科学に関する教育研究を援助奨励する目的を以て当社元

社長故三島海雲が私財を投じて設立した財団であります。 

２．上記のほか、自己株式が 4,804,267株あります。 

(7）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）「完全議決権株式（その他）」欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株含まれております。 

また、「完全議決権株式（その他）」の「議決権の数」欄には、この株式に係る議決権の数1個は含まれており

ません。 

  平成18年12月31日現在

氏名または名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％） 

味の素株式会社 東京都中央区京橋1-15-1 19,672 24.98 

国分株式会社 東京都中央区日本橋1-1-1 3,419 4.34 

財団法人三島海雲記念財団 東京都渋谷区恵比寿西2-20-3 3,239 4.11 

みずほ信託退職給付信託 
みずほ銀行口 

東京都中央区晴海1-8-12晴海アイランド
トリトンスクエアオフィスタワーＺ棟 

2,983 3.79 

清水建設株式会社 東京都港区芝浦1-2-3 2,315 2.94 

株式会社損害保険ジャパン 東京都新宿区西新宿1-26-1 1,650 2.10 

清和綜合建物株式会社 東京都港区芝大門1-1-23 1,425 1.81 

バンク オブ ニユ－ヨ－ク 
ジ－シ－エム クライアント 
アカウンツ イ－ アイエスジ－ 

 （常任代理人 株式会社三菱東京UFJ 

  銀行） 

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET STREET 
LONDON EC4A 2-BB,UNITED KINGDOM 

 東京都千代田区丸の内2-7-1カストディ 

 業務部 

1,381 1.75 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町1-1-2 1,250 1.59 

日本マスタートラスト信託銀行 
株式会社（信託口）  

東京都港区浜松町2-11-3 1,248 1.58 

合計 38,583 48.99 

  平成18年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等）  普通株式   4,854,000 － － 

完全議決権株式（その他）  普通株式  73,654,000 73,653 － 

単元未満株式 普通株式     242,000 － 
１単元（1,000株）未満
の株式  

発行済株式総数 78,750,000 － － 

総株主の議決権 － 73,653 － 



②【自己株式等】 

(8）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

  平成18年12月31日現在

所有者の氏名 
または名称 

所有者の住所 
自己名義所有 
株式数（株） 

他人名義所有 
株式数（株） 

所有株式数の 
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式の
割合（％） 

（自己保有株式） 
カルピス㈱ 

東京都渋谷区
恵比寿南2-4-1 

4,804,000 － 4,804,000 6.10 

（相互保有株式） 
パンピー食品㈱ 

東京都港区高輪 
4-1-18 

50,000 － 50,000 0.06 

計 － 4,854,000 － 4,854,000 6.16 



２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】 

      旧商法第221条第６項の規定に基づく単元未満株式の買取請求による普通株式の取得および会社法第155条第 

        ７号に該当する普通株式の取得 

(1）【株主総会決議による取得の状況】 

      該当事項はありません。 

(2）【取締役会決議による取得の状況】 

      該当事項はありません。 

(3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

      旧商法第221条第６項および会社法第192条第１項の規定に基づく単元未満株式の買取請求による取得 

（注）当期間における取得自己株式には、平成19年３月１日から、この有価証券報告書の提出日までの単元未満株

   式の買取りによる株式数は含めておりません。 

(4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

当事業年度における取得自己株式 9,330 8,707,942 

当期間における取得自己株式 812 795,376 

区分 

当事業年度 当期間 

株式数（株） 
処分価額の総額
（円） 

株式数（株） 
処分価額の総額
（円） 

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － － 

消却の処分を行った取得自己株式 － － － － 

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行っ

た取得自己株式 
－ － － － 

その他 

（単元未満株式の売渡請求による売渡） 
2,475 2,337,825 － － 

保有自己株式数 4,804,267 － 4,805,079 － 



３【配当政策】 

 当社グループは、企業価値の向上を図りつつ、企業体質の強化と今後の事業展開を勘案し、配当性向３０％を目

処に配当の安定と配当水準の向上に努めてまいります。また、自己株式の取得・保有を実行することにより、資本

効率の向上に加え、今後の事業展開における株式交換等を視野に入れた機動的な財務運営に備えております。ま

た、内部留保金については、設備投資や研究開発、国際化や情報化に対応するための投資をはじめ、新たな領域に

おける事業化促進のためのＭ＆Ａ投資など、当社グループの将来の資金需要にあててまいります。 

 当社は平成19年３月29日開催の定時株主総会にて、取締役会の決議により、毎年６月30日を基準日として、会社

法第454条第５項の規定による中間配当を行うことができる旨の定款変更を決議し、中間配当と期末配当の年２回の

剰余金の配当を予定しております。これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当

については取締役会であります。 

 なお、当連結会計年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。 

  当連結会計年度に係る剰余金の配当につきましては、平成19年度が当社創立９０周年にあたることから、記念配

当を含めて、１株当たり中間配当金６円、期末配当金１１円（内創立９０周年記念配当５円）の年間配当金１７円

といたしました。 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、株式会社東京証券取引所 市場第一部におけるものであります。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、株式会社東京証券取引所 第一部におけるものであります。 

決議年月日 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当額 
（円） 

平成18年7月31日 

取締役会決議 
443 6 

平成19年3月29日 

定時株主総会決議 
813 11 

回次 第56期 第57期 第58期 第59期 第60期 

決算年月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 平成18年12月 

最高（円） 589 644 914 880 1,189 

最低（円） 490 515 543 722 781 

月別 平成18年７月 平成18年８月 平成18年９月 平成18年10月 平成18年11月 平成18年12月 

最高（円） 1,042 992 910 913 960 1,017 

最低（円） 956 874 866 868 820 906 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（千株） 

代表取締役 

取締役社長 

執行役員社長 

 石渡 總平 昭和20年8月13日生

昭和43年 4月 味の素株式会社入社 

平成 9年 6月 同社取締役調味料部長 

平成13年 6月 同社常務取締役食品本部長 

平成14年 4月 同社常務取締役調味料・食品

カンパニープレジデント  

平成15年 6月 同社代表取締役専務執行役員

調味料・食品カンパニー 

プレジデント  

平成17年 3月 当社常任顧問 

平成17年 3月 当社代表取締役 （現） 

当社取締役社長（現） 

当社執行役員社長（現） 

注４ 22 

代表取締役 

取締役副社長 

執行役員副社長 

 薩摩 秀平 昭和23年3月14日生

昭和46年 4月 当社入社 

平成 6年 9月 当社第一飲料事業部長 

平成 9年 3月 当社取締役第一飲料事業部長

平成10年 4月 当社取締役 

ストレート飲料事業部長 

平成11年 3月 当社常務取締役 

平成15年 3月 当社取締役 

 当社専務執行役員 

 平成17年 3月 当社代表取締役(現） 

当社取締役副社長（現） 

当社執行役員副社長（現） 

注４ 20 

代表取締役 

取締役副社長 

執行役員副社長 

 山田 藤男 昭和22年5月30日生

昭和46年 4月 当社入社 

平成10年 4月 当社生産システム部長 

平成11年 3月 当社取締役生産システム部長

平成13年 3月 当社常務取締役 

平成15年 3月 当社取締役 

 当社常務執行役員 

 平成17年 3月 当社取締役 

当社専務執行役員 

 平成19年 3月 当社代表取締役（現） 

当社取締役副社長（現） 

当社執行役員副社長（現） 

注４ 18 

取締役 

専務執行役員 
  前垣内 昭憲 昭和23年3月30日生

昭和45年 4月 株式会社第一銀行入行 

平成11年 7月 株式会社第一勧業銀行 

有楽町支店長 

平成13年 3月 当社顧問 

平成13年 3月 当社常務取締役 

平成15年 3月 当社取締役 

当社常務執行役員 

平成19年 3月 当社取締役（現） 

当社専務執行役員（現） 

注４ 17 

取締役 

常務執行役員 
 板垣 行雄 昭和25年2月13日生

昭和47年 4月 当社入社 

平成10年 4月 当社コンク飲料事業部長 

平成13年 3月 当社取締役コンク飲料事業部長

平成13年 4月 当社取締役 

ストレート飲料事業部長 

平成15年 3月 当社取締役（現） 

 当社常務執行役員（現） 

注４ 15 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（千株） 

取締役 

常務執行役員 
  臺    誠 昭和24年2月6日生 

昭和48年 4月 当社入社 

平成 4年 9月 当社研究開発センター 

商品開発研究室長 

平成11年 3月 当社執行役員 

平成11年 4月 当社執行役員 商品開発研究所長 

兼 商品開発研究所企画開発室長 

平成12年 4月 当社執行役員 商品開発研究所長 

 平成15年 3月 当社常務執行役員 商品開発研究所長

 平成17年 3月 当社取締役 (現) 

当社常務執行役員 (現) 

注４ 13 

取締役 

常務執行役員 
  寺田  佳見 昭和22年1月25日生

昭和40年 4月 味の素株式会社入社 

平成 7年 4月 当社経理部長 

平成12年 3月 当社執行役員 経理部長 

 平成14年 4月 当社執行役員 財務部長 

 平成15年 3月 当社常務執行役員 経営戦略部長

 平成17年 3月 当社取締役 (現) 

当社常務執行役員 (現) 

注４ 17 

取締役 

常務執行役員 
  小池 洋一 昭和25年10月24日生

昭和48年 4月 当社入社 

平成 9年 9月 当社経営企画室長 

平成15年 3月 当社執行役員 自販機事業本部

副本部長 

平成17年 3月 当社常務執行役員（現） 

 平成19年 3月 当社取締役（現） 

注４ 11 

取締役 

常務執行役員 
  小畑 秀樹 昭和25年11月18日生

昭和48年 4月 当社入社 

平成10年 4月 当社自販機事業部長 

平成15年 3月 当社執行役員 広報部長 

 平成17年 3月 当社常務執行役員（現） 

 平成19年 3月 当社取締役 (現) 

注４ 10 

取締役 

常務執行役員 
  高橋  俊行 昭和25年12月11日生

昭和49年 4月 味の素株式会社入社 

平成15年 6月 同社執行役員 

味料料・食品カンパニー 

マーケティング本部 東京支社長

平成18年 7月 当社常勤顧問 

 平成19年 3月 当社取締役 (現) 

当社常務執行役員 (現) 

注４ 10 

常勤監査役     今関 博  昭和14年1月3日生

昭和37年 4月 当社入社 

昭和62年 5月 当社経理部長 

平成 3年 3月 当社取締役経営企画室長

兼経理部長 

平成 7年 3月 当社常務取締役 

平成 9年 3月 当社専務取締役 

平成13年 3月 当社代表取締役 

当社専務取締役  

平成15年 3月 当社代表取締役 

当社取締役副社長 

当社執行役員副社長 

平成17年 3月 当社常勤監査役（現） 

注６ 57 

 



（注）１．監査役 今井幸雄および森重榮は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

      ２．当社は、経営責任の一層の明確化と、より透明性の高い経営を目指すべく、コーポレート・ガバナンス機能の一層の充実を目指し 

     て、意思決定、業務執行の迅速化を図っております。 

          なお、当社の執行役員は下記のとおりです 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（千株） 

常勤監査役  今井 幸雄 昭和19年1月21日生

昭和41年 4月 日本電子計算株式会社入社 

昭和46年 7月 株式会社野村総合研究所入社 

平成 3年 6月 同社取締役システムリサーチ部長

平成 7年 6月 同社常務取締役情報技術本部長 

兼マルチメディア部長 

平成12年 6月 同社専務取締役 

平成14年 4月 野村福祉共済会理事長 

平成16年 3月 当社常勤監査役（現） 

注７ 7 

常勤監査役  箕輪 彰彦 昭和18年8月6日生 

昭和41年 4月 当社入社 

昭和63年 9月 当社四国支店長  

平成11年 4月 当社理事総務部長  

平成15年 3月 当社執行役員秘書室長 

平成19年 3月 当社常勤監査役（現） 

注５ 7 

監査役  森重 榮 昭和10年2月28日生

昭和41年 8月 公認会計士登録  

昭和56年 3月 監査法人第一監査事務所（現 新日本

監査法人）代表社員  

平成4年 7月 日本公認会計士協会 副会長  

平成12年 4月 監査法人太田昭和センチュリー 

（現 新日本監査法人）副理事長  

平成15年 6月 帝人株式会社独立社外監査役（現） 

平成18年 6月 日本振興銀行株式会社社外取締役

(現)  

平成19年 3月 当社監査役（現）  

注５ － 

    計  224 

執行役員社長 石渡 總平 

執行役員副社長 薩摩 秀平 

執行役員副社長 山田 藤男 

専務執行役員 前垣内 昭憲 

常務執行役員 板垣 行雄 

常務執行役員 臺   誠 

常務執行役員 寺田 佳見 

常務執行役員 小池 洋一 

常務執行役員 小畑 秀樹 

常務執行役員 高橋 俊行 

執行役員（常務待遇） 本美 幸一 

執行役員（常務待遇） 高野 俊明 

執行役員（常務待遇） 媚山 昭一 

執行役員 武内 正三 

執行役員 江澤 邦夫 

執行役員 高橋  誠 

執行役員 小野 大道 

執行役員 齋藤  芳男 

執行役員 岸上 克彦 

執行役員 新井 高明 

執行役員 藤   俊輔 

執行役員 櫟木  健 

執行役員 丸永 庸一 



      ３．当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第２項に定める補欠監査役１名を選任しておりま 

     す。補欠監査役の略歴は次のとおりであります。 

      ４．平成19年３月29日開催の第60回定時株主総会の終結の時から２年間 

      ５．平成19年３月29日開催の第60回定時株主総会の終結の時から４年間 

      ６．平成17年３月30日開催の第58回定時株主総会の終結の時から４年間 

      ７．平成16年３月30日開催の第57回定時株主総会の終結の時から４年間 

氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 

（千株） 

永田 典宏  昭和26年8月25日生 

平成15年 6月 味の素製油株式会社取締役  

平成16年 6月 味の素エンジニアリング株式会

社取締役（現）  

平成16年 6月 味の素トレジャリー・マネジメ

ント株式会社取締役（現） 

平成16年 7月 味の素株式会社コーポレート総

務・リスク管理部長（現）  

－ 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

１) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

 当社は、企業価値の最大化を図り、社会的責任を遂行するため、ステークホルダーとの信頼関係を築きながら、コ

ーポレート・ガバナンスの強化・充実を経営の最優先課題と位置付けております。 

 ２）コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

(1)会社の機関等の内容  

 取締役全員から構成される取締役会は、経営の最高意思決定機関として定時および臨時に会議を開催し、法令およ

び定款に定める事項、その他の重要事項を審議、決定しております。なお、提出日現在の定款において、当社の取締

役は１０名以内とする旨を定めており、提出日現在、取締役数を１０名選任しております。社外取締役は選任してお

りません。 

 また、執行役員制度を採用しており、提出日現在、執行役員２３名を選任しておりますが、当社は、取締役による

業務執行の監督については、取締役会が業務を掌握したうえで行うことが適切であると判断し、取締役は執行役員を

兼任することとしております。 

 役付執行役員全員から構成される経営会議は、原則として月２回会議を開催し、会社の重要事項を協議するほか、

取締役会付議に至らない重要事項を審議、決裁しております。 

 当社は、監査役制度を採用しており、提出日現在、監査役４名から構成されており、うち２名が社外監査役であり

ます。また、社外監査役１名を含む３名が常勤監査役であり、その他１名の監査役は公認会計士資格を有しておりま

す。監査役会は、定時および臨時に会議を開催し、監査方針、監査業務の遂行等につき審議、決定しています。 

 当社は、取締役、監査役および執行役員の処遇に関わる運営の透明性を高めるため、取締役社長の諮問機関として

報酬委員会を設置しております。 

(2)内部統制システムの整備の状況 

 当社は、取締役会において以下のとおり「内部統制システム構築の基本方針」を定め、これにしたがいその整備を

進めております。 

①コンプライアンス構築の方針と体制 

 法令、定款、社内規則等の順守を徹底し、誠実な企業運営を行う指針として、「カルピスグループ行動規範」

を位置づける。 

 グループのコンプライアンス活動を推進する主体として、代表取締役を長とする「コンプライアンス委員会」

を位置づける。 

②業務を効率的に行うための方針と体制 

 法令、定款および「取締役会規程」に定めるところにより、定期的に業務執行状況を掌握、評価し、重要事項

を適切に審議決定するとともに、「業務分課分掌規程」により、組織の権限と責任を明確にし、業務の効率的な

運営を図る。 

③危機・リスク管理の方針と体制 

 グループをとりまく危機、リスクに迅速かつ的確に対処するため、「危機・リスク管理規程」に定めるとこ 

ろに従い、リスクを把握、評価し、その低減に努める。 

 また緊急事態にあっては、「危機・リスク管理本部」は、取締役社長自らが陣頭指揮をとり、速やかにその解

決にあたり、原因究明と再発防止に努める。 

④情報管理の方針と体制 

 取締役の職務に係る情報について、「取締役会規程」ならびに「文書管理規程」に定めるところに従い、適切

に保存するとともに、グループ全体の情報セキュリティの体制を構築する。 

⑤会社およびグループ会社としての統括管理の方針と体制 

 会社は、「グループ会社統括規程」に定めるところにより、所管部門長によってグループ会社の業績を管理す

るとともに、各社の監査を行い、業績の向上と連結価値の増大に努める。 

⑥監査役の職務を補助するスタッフに関する方針と体制 

  監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、「監査役会規程」における監査役会事務局と

して担当するスタッフを選任する。 

  取締役は、監査役会事務局スタッフの人事評価、異動などに関して、監査役の意見を尊重する。 



⑦監査役に経営の状況を報告するしくみ、および監査役による監査を実効的に行うための方針と体制 

 監査役は、取締役会のほか、経営会議、業績報告会等、会社の主要な会議に出席し、会社およびグループ会社

の業務および財産の状況について、その詳細な報告を受け、これに対し意見を述べる機会を保障されている。ま

た監査役会は、取締役社長および取締役副社長との間で個別に定期的な意見交換会を開催している。さらに監査

役会は、各取締役との個別ヒアリングの機会を設定している。 

 取締役および使用人は、監査役会に対して、法定の事項に加え、会社およびグループ会社に重大な影響を及ぼ

す事項、内部監査の内容を適時適切に報告する。当該報告の方法については、取締役および監査役会の協議によ

り、これを定める。 

(3)リスク管理体制の整備の状況 

 リスク管理体制の整備につきましては上記(2)③記載のとおりです。 

(4)内部監査および監査役監査、会計監査の状況 

 内部監査は、マネジメント職４名から構成される監査室が、内部監査規程および各年度の監査計画にしたがい当社

および関係会社に対し実施しております。 

 監査役監査は、上記(2)⑦記載のとおりです。 

 会計監査は、会社法監査および証券取引法監査を同一の監査法人に委嘱しておりますが、従来の中央青山監査法人

（現 みすず監査法人）が期中に金融庁から業務停止処分を受け、会計監査人の資格を喪失したため、監査役会にお

いて平成18年７月３日から至誠監査法人を、同年９月１日からみすず監査法人を、それぞれ一時会計監査人に選任

し、法定監査を委嘱しました。 

 当期において当社の会計監査業務を執行した公認会計士は、みすず監査法人に所属する原科博文氏、佐野康一氏お

よび至誠監査法人に所属する立田三彦氏、関功氏であります。また、当社の会計監査業務に係る補助者は、両監査法

人を合わせて公認会計士１９名、会計士補ほか８名であります。 

 なお、平成19年３月29日開催の第６０回定時株主総会において会計監査人を選任し、提出日現在は、新日本監査法

人に会社法監査および証券取引法監査を委嘱しております。 

 内部監査、監査役監査および会計監査は、それぞれ報告会の開催、監査結果の報告書の写しの送付等を通じて情報

交換、情報共有を行い、連携を図っております。 

 (5)役員報酬および監査報酬の内容 

 ①取締役および監査役に支払った報酬等の額 

  （注）1.取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。 

    2.監査役の支給額には、社外監査役３名（平成18年４月１日に逝去退任した監査役 吉岡雍典を含む。）の報酬 

     （役員賞与のほかに３０百万円）が含まれております。 

        3.取締役の報酬限度額は、平成17年３月30日開催の第５８回定時株主総会において月額２，９００万円以内 

     （ただし、使用人兼務取締役の使用人分は含まない。）と決議しております。 

        4.監査役の報酬限度額は、平成11年３月30日開催の第５２回定時株主総会において月額５５０万円以内と決議し

     ております。 

        5.支給額には、当事業年度に係る役員賞与７０百万円（取締役１０名に対し６５百万円、監査役３名に対し４百

     万円）が含まれております。 

②監査報酬の額  

区分 人数 当期支払額 

取締役 10名  357百万円 

 監査役 4名  54百万円  

計  14名  412百万円  

内容  みすず監査法人 至誠監査法人 

1.公認会計士法第2条第1項に規定す

る業務に基づく報酬 
14百万円 10百万円  

2.それ以外の業務に基づく報酬  7百万円  － 



(6)取締役選任等の決議要件 

 当社は、提出日現在の定款において、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上をもつ株主が出

席し、その議決権の過半数をもって取締役を選任する旨および当該選任は累積投票によらない旨を定めております

が、その解任につきましては定款において別段の定めはありません。 

(7)株主総会特別決議の要件 

 当社は、提出日現在の定款において、会社法第309条第２項に定める株主総会決議（特別決議）は、議決権を行使

することができる株主の議決権の３分の１以上をもつ株主が出席し、その議決権の３分の２をもって行う旨を定めて

おります。これは、特別決議の定足数要件を緩和することにより、株主総会の円滑に運営することを目的としたもの

です。 

(8)社外役員に関する事項 

 当期末における社外役員は社外監査役２名であり、社外監査役と当社との間に特別の利害関係はありません。 

 なお、提出日現在の社外役員の状況は上記２）(1)記載のとおりであります。 

 当社のコーポレート・ガバナンス体制の模式図は次のとおりであります。 



第５【経理の状況】 

１．連結財務諸表および財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前連結会計年度（平成17年１月１日から平成17年12月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づい

て、当連結会計年度（平成18年１月１日から平成18年12月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作

成しております。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、第59期事業年度（平成17年１月１日から平成17年12月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づい

て、第60期事業年度（平成18年１月１日から平成18年12月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成

しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成17年１月１日から平成17年12月31日ま

で）の連結財務諸表および第59期事業年度（平成17年１月１日から平成17年12月31日まで）の財務諸表について、中

央青山監査法人により監査を受けております。 

 また、当連結会計年度（平成18年１月１日から平成18年12月31日まで）の連結財務諸表および第60期事業年度(平

成18年１月１日から平成18年12月31日まで）の財務諸表について、みすず監査法人および至誠監査法人により監査を

受けております。 

 なお、中央青山監査法人は、平成18年９月１日をもって名称をみすず監査法人に変更しております。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

  
前連結会計年度 

（平成17年12月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金   18,154   20,444  

２．受取手形及び売掛金 ※２  24,243   24,673  

３．有価証券    10,000   9,995  

４．たな卸資産   3,564   3,385  

５．繰延税金資産   1,100   1,420  

６．その他   1,816   2,016  

７．貸倒引当金   △61   △63  

流動資産合計   58,818 62.0  61,871 63.4 

Ⅱ 固定資産        

１．有形固定資産        

(1）建物及び構築物  27,344   27,695   

減価償却累計額  △14,308 13,035  △15,174 12,520  

(2）機械装置及び運搬具  30,805   30,399   

減価償却累計額  △25,073 5,732  △24,158 6,241  

(3）工具器具備品  3,036   2,893   

減価償却累計額  △2,266 770  △2,170 723  

(4）土地   5,526   5,509  

(5）建設仮勘定   11   47  

有形固定資産合計   25,077 26.4  25,042 25.7 

２．無形固定資産        

(1）ソフトウェア   84   701  

(2) ソフトウェア仮勘定   615   716  

(3) その他   62   36  

無形固定資産合計   762 0.8  1,455 1.5 

３．投資その他の資産        

(1）投資有価証券 ※１  9,139   7,890  

(2）繰延税金資産   100   111  

(3）その他   1,012   1,153  

投資その他の資産合計   10,252 10.8  9,155 9.4 

固定資産合計   36,092 38.0  35,653 36.6 

資産合計   94,910 100.0  97,525 100.0 

        
 



  
前連結会計年度 

（平成17年12月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１．支払手形及び買掛金   18,493   18,404  

２．短期借入金   2,440   2,440  

３．未払金   10,519   10,333  

４．未払法人税等   1,628   1,629  

５．賞与引当金   630   644  

６．役員賞与引当金   －   70  

７．その他   1,205   1,289  

流動負債合計   34,917 36.8  34,811 35.7 

Ⅱ 固定負債        

１．繰延税金負債   2,285   2,765  

２．退職給付引当金   2,967   2,114  

３．役員退職慰労引当金   420   521  

４．持分法適用に伴う負債   329   437  

５．その他   269   299  

固定負債合計   6,272 6.6  6,138 6.3 

負債合計   41,189 43.4  40,950 42.0 

        

（少数株主持分）        

少数株主持分   － －  － － 

        

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※４  13,056 13.8  － － 

Ⅱ 資本剰余金   9,897 10.4  － － 

Ⅲ 利益剰余金   31,345 33.0  － － 

Ⅳ その他有価証券評価差額金   2,887 3.0  － － 

Ⅴ 為替換算調整勘定   △739 △0.7  － － 

Ⅵ 自己株式 ※５  △2,727 △2.9  － － 

資本合計   53,721 56.6  － － 

負債、少数株主持分及び 
資本合計 

  94,910 100.0  － － 

        
 



  
前連結会計年度 

（平成17年12月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（純資産の部）               

Ⅰ 株主資本               

１．資本金     － －   13,056 13.4 

２．資本剰余金     － －   9,898 10.1 

３．利益剰余金     － －   34,677 35.6 

４．自己株式     － －   △2,735 △2.8 

  株主資本合計     － －   54,898 56.3 

Ⅱ 評価・換算差額等               

１．その他有価証券評価差額金     － －   2,234 2.3 

２．為替換算調整勘定     － －   △557 △0.6 

  評価・換算差額等合計     － －   1,676 1.7 

Ⅲ 少数株主持分     － －   － － 

純資産合計     － －   56,575 58.0 

負債純資産合計     － －   97,525 100.0 

        



②【連結損益計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高   122,775 100.0  120,445 100.0 

Ⅱ 売上原価   61,401 50.0  60,131 49.9 

売上総利益   61,374 50.0  60,314 50.1 

Ⅲ 販売費及び一般管理費        

１．拡売費  27,832   28,000   

２．運送費・保管料  5,987   5,434   

３．広告費  3,381   2,464   

４．給料手当 
※１ 
※２ 

9,661   9,492   

５．旅費交通費  602   613   

６．賃借料  2,980   2,813   

７．研究開発費 ※４ 1,309   1,538   

８．その他 ※３ 4,381 56,136 45.7 4,595 54,952 45.6 

営業利益   5,237 4.3  5,361 4.5 

Ⅳ 営業外収益        

１．受取利息  8   29   

２．受取配当金  75   83   

３．持分法による投資利益  9   －   

４．為替差益  30   8   

５．補助金収入  －   55   

６．雑収入  53 178 0.1 48 225 0.1 

Ⅴ 営業外費用        

１．支払利息  34   37   

２．持分法による投資損失  －   109   

３．雑損失  8 43 0.0 13 160 0.1 

経常利益   5,372 4.4  5,426 4.5 

Ⅵ 特別利益        

１．固定資産売却益 ※５ 11   2,615   

２．投資有価証券売却益  0   212   

３．関係会社株式売却益  138 149 0.1 － 2,827 2.3 

               

 



  
前連結会計年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅶ 特別損失        

１．固定資産売却損 ※６ 1   1   

２．固定資産除却損 ※７ 208   271   

３．減損損失 ※８ 575   －   

４．投資有価証券評価損  －   12   

５．自動販売機新札対応費  171   －   

６．事業撤退損 ※９ － 957 0.8 90 376 0.3 

税金等調整前当期純利益   4,565 3.7  7,878 6.5 

法人税、住民税及び事業税  1,648   2,359   

法人税等調整額  △232 1,416 1.1 792 3,152 2.6 

当期純利益   3,148 2.6  4,726 3.9 

        



③【連結剰余金計算書及び連結株主資本等変動計算書】 

連結剰余金計算書 

  
前連結会計年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 

（資本剰余金の部）    

Ⅰ 資本剰余金期首残高   9,897 

Ⅱ 資本剰余金増加高     

   自己株式処分差益  0 0 

Ⅲ 資本剰余金期末残高   9,897 

    

（利益剰余金の部）    

Ⅰ 利益剰余金期首残高   28,994 

Ⅱ 利益剰余金増加高    

   当期純利益  3,148 3,148 

Ⅲ 利益剰余金減少高    

１．利益配当金  739  

２．役員賞与金  57 797 

Ⅳ 利益剰余金期末残高   31,345 

    



連結株主資本等変動計算書 

当連結会計年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

 

株主資本  評価・換算差額等 

少数株主 

持分 

 純資産 

合計 資本金 
資 本 
剰余金 

利 益 
剰余金 

自己株式 
株主資本 
合計 

その他有 
価証券評 
 価差額金 

為替換算 
 調整勘定 

 評価・換
算差額等 
合計 

平成17年12月31日 
残高（百万円） 

13,056 9,897 31,345 △2,727 51,572 2,887 △739 2,148 － 53,721 

連結会計年度中の 
変動額           

剰余金の配当 
（百万円） 

    △887   △887         △887 

 剰余金の配当 
 (中間配当) 
（百万円） 

    △443   △443         △443 

役員賞与の支給 
（百万円） 

    △63   △63         △63 

当期純利益 
（百万円） 

    4,726   4,726         4,726 

自己株式の処分 
（百万円） 

  0   1 2         2 

自己株式の取得 
（百万円） 

      △8 △8         △8 

株主資本以外の項目
の連結会計年度中の
変動額（純額） 
（百万円） 

          △653 181 △471   △471 

連結会計年度中の 
変動額合計 
（百万円） 

－ 0 3,332 △7 3,325 △653 181 △471 － 2,853 

平成18年12月31日 
残高（百万円） 

13,056 9,898 34,677 △2,735 54,898 2,234 △557 1,676 － 56,575 



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益  4,565 7,878 

減価償却費  2,637 2,692 

減損損失  575 － 

持分法適用に伴う投資損益 
（△利益） 

 △9 109 

賞与引当金の増減額 
（△減少額） 

 93 13 

役員賞与引当金の増減額 
（△減少額） 

 － 70 

退職給付引当金の増減額 
（△減少額） 

 △783 △852 

役員退職慰労引当金の増減額 
（△減少額） 

 △132 101 

貸倒引当金の増減額 
（△減少額） 

 2 2 

受取利息及び受取配当金  △84 △112 

支払利息  34 37 

投資有価証券等売却益  △138 △212 

投資有価証券等評価損  － 12 

為替差益  △30 △29 

固定資産売却益  △11 △2,615 

固定資産売却損・除却損  137 272 

売上債権の増減額 
（△増加額） 

 △588 △430 

たな卸資産の増減額 
（△増加額） 

 559 178 

仕入債務の増減額 
（△減少額） 

 △485 △88 

その他債権の増減額 
（△増加額） 

 332 △338 

その他債務の増減額 
（△減少額） 

 △731 502 

未払消費税等の増減額（△減少額）  341 △212 

役員賞与の支払額  △57 △63 

その他  △6 △67 

小計  6,219 6,848 

 



  
前連結会計年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

利息及び配当金の受取額  103 111 

利息の支払額  △32 △36 

法人税等支払額  △1,248 △2,358 

営業活動によるキャッシュ・フロー  5,040 4,564 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金等預入による支出  △30 △12 

定期預金等払戻による収入  24 29 

有価証券等取得による支出  △18 △5,012 

有価証券等売却による収入  152 5,327 

短期貸付金の増減額（△増加額）  1 △0 

固定資産の取得による支出  △5,219 △3,919 

固定資産の売却による収入  39 2,632 

その他  4 △0 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △5,046 △956 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

配当金の支払額  △739 △1,331 

自己株式取得による支出  △9 △8 

その他  0 2 

財務活動によるキャッシュ・フロー  △749 △1,337 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  58 30 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額  △696 2,301 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  28,822 28,126 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高  ※ 28,126 30,427 

    



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 

(1）連結子会社の数  13社 

 当連結財務諸表に含めた連結子会社は次のとおり

です。 

カルピス物流サービス㈱ 

カルピスフーズサービス㈱ 

カルピスビジネスサポート㈱ 

カルピスビバレッジ㈱(東京) 

東北カルピスビバレッジ㈱ 

カルピスビバレッジ㈱(西日本) 

カルピスビバレッジ㈱(阪名) 

沖縄カルピス販売㈱ 

台灣可爾必思股份有限公司 

カルピス伊藤忠ミネラルウォーター㈱ 

カルピスビバレッジ㈱(本社) 

カルピスＵＳＡ㈱ 

西武商事㈱ 

１．連結の範囲に関する事項 

(1）連結子会社の数  14社 

 当連結財務諸表に含めた連結子会社は次のとおり

です。 

カルピス物流サービス㈱ 

カルピスフーズサービス㈱ 

カルピスビジネスサポート㈱ 

カルピスビバレッジ㈱(東京) 

東北カルピスビバレッジ㈱ 

カルピスビバレッジ㈱(西日本) 

カルピスビバレッジ㈱(阪名) 

沖縄カルピス販売㈱ 

台灣可爾必思股份有限公司 

カルピス伊藤忠ミネラルウォーター㈱ 

カルピスビバレッジ㈱(本社) 

カルピスＵＳＡ㈱ 

西武商事㈱ 

ＣＡエステート㈱ 

平成18年2月22日に設立したＣＡエステート㈱を、

当連結会計年度より連結の範囲に含めております。

２．持分法の適用に関する事項 

(1）関連会社であるカルピス味の素ダノン（株）、 

味の素カルピスビバレッジインドネシア（株）、 

タイ味の素カルピスビバレッジ（株）の３社につ

いて持分法を適用しております。 

２．持分法の適用に関する事項 

(1）         同左 

(2）持分法を適用していない関連会社はパンピー食品

（株）であります。 

(2）         同左 

(3）持分法を適用していない関連会社１社は、当期純

損益および利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ全体としても重要性がないため、持分法

を適用しておりません。 

(3）         同左 

(4）持分法適用関連会社のうち、決算日が連結決算日

と異なるタイ味の素カルピスビバレッジ（株）に

ついては、連結決算日現在で実施した仮決算に基

づく財務諸表を利用しております。 

(4）         同左 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

 連結子会社の事業年度末日と連結決算日は一致し

ております。 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

                     同左 

 



前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

４．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準および評価方法 

イ．有価証券 

その他有価証券 

・時価のあるもの…決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部

資本直入法により処理して

おり、売却原価は移動平均

法により算出しておりま

す。） 

４．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準および評価方法 

イ．有価証券 

その他有価証券 

         ・時価のあるもの…決算日の市場価格等に基づ 

                           く時価法（評価差額は全部 

                           純資産直入法により処理し 

                           ており、売却原価は移動平 

                           均法により算出しており 

                           ます。） 

・時価のないもの…移動平均法による原価法      ・時価のないもの…移動平均法による原価法 

ロ．たな卸資産 

 主として総平均法による原価法を採用してお

ります。 

ロ．たな卸資産 

同左 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

イ．有形固定資産 

 主として定率法を採用しております。但し、

平成10年４月１日以降の新規取得の建物（建物

附属設備を除く）は定額法によっております。 

 なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物及び構築物    ３年～50年 

機械装置及び運搬具  ２年～17年 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

イ．有形固定資産 

       主として定率法を採用しております。但し、 

         平成10年４月１日以降の新規取得の建物（建物 

         附属設備を除く）は定額法によっております。 

           なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

           建物及び構築物    ３年～50年 

           機械装置及び運搬具  ４年～15年 

ロ．無形固定資産 

      定額法を採用しております。 

      なお、自社利用のソフトウェアについては、 

     社内における利用可能期間（５年）に基づいてお

     ります。 

ロ．無形固定資産 

                     同左 

(3）重要な引当金の計上基準 

イ．貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

(3）重要な引当金の計上基準 

イ．貸倒引当金 

同左 

ロ．賞与引当金 

 従業員賞与の支給に備えるため、支給対象期

間に基づく賞与支給見込額を計上しておりま

す。 

ロ．賞与引当金 

             同左 

ハ．      ────── 

  

ハ．役員賞与引当金 

       役員に対して支給する賞与の支出にあてるた 

         め、支給見込額に基づき計上しております。 

       （会計方針の変更） 

       当連結会計年度より、「役員賞与に関する会計

     基準」(企業会計基準第４号 平成17年11月29日)

     を適用しております。これにより、営業利益、経

     常利益および税金等調整前当期純利益は70百万円

         減少しております。 

      なお、セグメント情報に与える影響は、56ペー

     ジに記載しております。 

 



前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

ニ．退職給付引当金 

      従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年

     度末における退職給付債務および年金資産の見込

         額に基づき計上しております。 

           過去勤務債務は、その発生時における従業員の

     平均残存勤務期間以内の一定の年数（２年）によ

         る定額法により按分した額を発生時より費用処理

     することとしております。 

      数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時

         における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

         年数（10年）による定額法により按分した額をそ

         れぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理するこ

         ととしております。 

        （追加情報） 

          当社は、平成17年４月に退職金制度の改定を行

     い適格退職年金制度から市場金利連動型（キャッ

     シュバランス型）の年金制度に移行しました。 

       なお、この制度改定により、退職給付債務は７

         億３千１百万円減少しております。 

ニ．退職給付引当金 

             同左       

       

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

──────  

ホ．役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支給にあてるため、内規

に基づく期末要支給額を計上しております。 

ホ．役員退職慰労引当金 

                同左 

(4）重要なリース取引の処理方法 

  リース物件の所有権が借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。 

(4）重要なリース取引の処理方法 

同左 

(5）消費税等の会計処理方法 

  消費税等の会計処理は、税抜方式を採用してお

ります。 

(5）消費税等の会計処理方法 

同左 

５．連結子会社の資産および負債の評価に関する事項 

  連結子会社の資産および負債の評価については、

全面時価評価法を採用しております。 

５．連結子会社の資産および負債の評価に関する事項 

同左 

６．連結調整勘定の償却に関する事項 

  当連結会計年度において連結調整勘定は発生して

いないため、該当ありません。 

６．連結調整勘定の償却に関する事項 

          同左 

７．利益処分項目等の取扱いに関する事項 

  連結剰余金計算書は連結会社の利益処分につい

て、連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて

作成しております。 

７．           ────── 

  

８．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

  連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範

囲に含めた現金及び現金同等物は、手許現金および

要求払預金のほか、容易に換金可能であり、かつ、

価格の変動について僅少なリスクしか負わない取得

日より３カ月以内に償還期限が到来する短期投資か

らなっております。 

８．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

同左 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

表示方法の変更 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

 固定資産の減損に係る会計基準 

  固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会

計審議会 平成14年８月９日））及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第６号 平成15年10月31日）が平成16年３月

31日に終了する連結会計年度に係る連結財務諸表か

ら適用できることになったことに伴い、当連結会計

年度から同会計基準及び同適用指針を適用しており

ます。これにより税金等調整前当期純利益は５億７

千５百万円減少しております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の連結

財務諸表規則に基づき各資産の金額から直接控除し

ております。 

────── 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

                    ──────  貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準 

 当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の

表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成

17年12月9日）および「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号 平成17年12月9日）を適用しております。

 従来の資本の部の合計に相当する金額は56,575百万

円であります。 

 なお、連結財務諸表規則の改正により、当連結会計

年度における連結貸借対照表の純資産の部について

は、改正後の連結財務諸表規則により作成しておりま

す。  

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

（連結貸借対照表） 

 無形固定資産の「施設利用権等」は、当連結会計

年度において、金額的重要性が乏しくなったため、

「その他」に含めて表示しております。 

 なお、当連結会計年度の「その他」に含まれてい

る「施設利用権等」の金額は62百万円であります。 

（連結損益計算書） 

 前連結会計年度において特別損失の「その他の特

別損失」に含めて表示しておりました「自動販売機

新札対応費」は、特別損失の総額の100分の10を超え

たため、当連結会計年度より区分掲記しておりま

す。 

 なお、前連結会計年度の「自動販売機新札対応

費」の金額は56百万円であります。 

────── 

  

  

  

  

  

────── 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
（平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年12月31日） 

※１．関連会社に対する株式は次のとおりであります。 ※１．関連会社に対する株式は次のとおりであります。 

投資有価証券（株式） 965百万円 投資有価証券（株式） 1,142百万円 

※２．連結会計年度末日満期手形については手形交換日

に入出金の処理をする方法によっております。当

連結会計年度末日が金融機関の休日であったた

め、連結会計年度末日満期手形が当連結会計年度

末残高に次のとおり含まれております。 

※２．連結会計年度末日満期手形については手形交換日

に入出金の処理をする方法によっております。当

連結会計年度末日が金融機関の休日であったた

め、連結会計年度末日満期手形が当連結会計年度

末残高に次のとおり含まれております。 

受取手形 75百万円 受取手形 67百万円 

３．保証債務 ３．保証債務 

(1）従業員の金融機関からの借入金に対して保証を

行っております。 

(1）従業員の金融機関からの借入金に対して保証を

行っております。 

 28百万円  17百万円 

(2）味の素カルピスビバレッジインドネシア（株）

の金融機関からの借入金に対して保証を行って

おります。 

(2）味の素カルピスビバレッジインドネシア（株）

の金融機関からの借入金に対して保証を行って

おります。 

 68百万円 

 (US$575,000) 

 90百万円 

 (US$755,000) 

※４．当社の発行済株式総数は、普通株式78,750,000株

であります。 

※４．               ────── 

※５．普通株式4,797,412株を保有しております。 ※５．               ────── 



（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

※１．このうちに退職給付費用271百万円が含まれており

ます。 

※１．このうちに退職給付費用87百万円が含まれており

ます。 

※２．このうちに賞与引当金繰入額483百万円が含まれて

おります。 

※２．このうちに賞与引当金繰入額460百万円が含まれて

おります。 

※３．このうちに減価償却費555百万円が含まれておりま

す。 

※３．このうちに減価償却費618百万円が含まれておりま

す。 

※４．研究開発費の総額 ※４．研究開発費の総額 

一般管理費に1,309百万円含まれております。 一般管理費に1,538百万円含まれております。 

※５．固定資産売却益の内訳 ※５．固定資産売却益の内訳 

土地 11百万円 土地 2,615百万円 

※６．固定資産売却損の内訳 ※６．固定資産売却損の内訳 

機械装置及び運搬具 0百万円 

土地 0百万円 

機械装置及び運搬具 1百万円 

※７．固定資産除却損の内訳 ※７．固定資産除却損の内訳 

建物及び構築物 65百万円 

機械装置及び運搬具 138百万円 

工具器具備品他 4百万円 

建物及び構築物 51百万円 

機械装置及び運搬具 160百万円 

工具器具備品他 59百万円 

※８．減損損失 

 当連結会計年度において、当社グループは以下の 

資産グループについて減損損失を計上しました。 

※８．        ────── 

場所 
  

用途 
  

種類 
  

金額 
（百万円）

群馬県館林市 製造設備 機械装置等 480 

神奈川県 
相模原市 

製造設備 機械装置等 52 

福島県 
会津若松市 

営業所 土地等 43 

合計   575 

 

 当社グループは、事業用資産については主として事

業別・工場別にグルーピングを行い、賃貸用資産およ

び遊休資産等については個別に資産のグルーピングを

行っております。 

 製造設備である機械装置等は、遊休であること等に

より、回収可能価額まで減額しております。当該資産

の回収可能価額は、使用価値により測定しておりま

す。使用価値については将来キャッシュ・フローを

６.０％で割り引いて算出しております。 

 営業所として使用している土地等は、処分予定があ

り、かつ地価の下落に伴い帳簿価額に対し時価が著し

く下落した資産であることから、回収可能価額まで減

額しております。当該資産の回収可能価額は、正味売

却価額により測定しており、見積売却価額により算出

しております。 

 

 



前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

※９．       ────── ※９．事業撤退損は、以下の事業からの撤退に伴い発生 

したものであります。 

  チルド飲料事業 64百万円 

 オリゴ糖素材事業 26百万円 

      計 90百万円 



（連結株主資本等変動計算書関係） 

当連結会計年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

１．発行済株式の種類および総数ならびに自己株式の種類および株式数に関する事項 

 (注)１．自己株式(普通株式)の増加は、単元未満株式の買取によるものであります。 

   ２．自己株式(普通株式)の減少は、単元未満株式の売却によるものであります。 

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

 
前連結会計年度末 
株式数（千株） 

当連結会計年度 
増加株式数（千株）

当連結会計年度 
減少株式数（千株） 

当連結会計年度末 
株式数（千株） 

発行済株式     

普通株式 78,750 － － 78,750 

合計 78,750 － － 78,750 

自己株式     

普通株式 4,797 9 2 4,804 

合計 4,797 9 2 4,804 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

   １株当たり 
   配当額（円）

基準日 効力発生日 

平成18年3月30日 

定時株主総会 
普通株式 887 12 平成17年12月31日 平成18年3月31日 

平成18年7月31日 

取締役会 
普通株式 443 6 平成18年6月30日 平成18年9月21日 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
 １株当たり 
 配当額（円）

基準日 効力発生日 

平成19年3月29日 

定時株主総会 
普通株式 813 利益剰余金 11 平成18年12月31日 平成19年3月30日

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

（平成17年12月31日現在） （平成18年12月31日現在） 

（百万円） （百万円） 

現金及び預金 18,154

 有価証券 10,000

 計 28,154

預入期間が３カ月を超える定期預金 △28

現金及び現金同等物 28,126

現金及び預金 20,444

 有価証券 9,995

 計 30,439

預入期間が３カ月を超える定期預金 △11

現金及び現金同等物 30,427



（リース取引関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額および期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額および期末残高相当額 

 
取得価額相
当額 
（百万円） 

減価償却累
計額相当額 
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円）

機械装置及び
運搬具 

428 176 251 

工具器具備品 9,235 5,231 4,003 

合計 9,663 5,407 4,255 

 
取得価額 
相当額 
（百万円）

減価償却累
計額相当額 
（百万円） 

期末残高 
相当額 
（百万円）

機械装置及び
運搬具 

532 263 268 

工具器具備品 8,452 4,444 4,007 

合計 8,985 4,708 4,276 

(2）未経過リース料期末残高相当額等 

 未経過リース料期末残高相当額 

(2）未経過リース料期末残高相当額等 

 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 1,744百万円 

１年超 3,005百万円 

合計 4,749百万円 

１年以内 1,646百万円 

１年超 2,815百万円 

合計 4,461百万円 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額、支払利息相当額および減損損失 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額、支払利息相当額および減損損失 

支払リース料 2,252百万円 

減価償却費相当額 2,037百万円 

支払利息相当額 199百万円 

支払リース料 2,096百万円 

減価償却費相当額 1,864百万円 

支払利息相当額 225百万円 

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 (5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は級数法によっております。 

同左 

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 未経過リース料 

１年以内 47百万円 

１年超 83百万円 

合計 130百万円 

１年以内 61百万円 

１年超 90百万円 

合計 152百万円 

（減損損失について） 

  リース資産に配分された減損損失はありません。 

（減損損失について） 

  リース資産に配分された減損損失はありません。 



（有価証券関係） 

前連結会計年度（平成17年12月31日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

      ２．前連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成17年1月1日 至 平成17年12月31日） 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 種類 
取得原価 
（百万円） 

連結貸借対照表 
計上額 
（百万円） 

差額（百万円） 

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの 

(1）株式 2,614 7,485 4,871 

(2）債券 － － － 

(3）その他 － － － 

小計 2,614 7,485 4,871 

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの 

(1）株式 26 23 △2 

(2）債券 － － － 

(3）その他 － － － 

小計 26 23 △2 

合計 2,641 7,509 4,868 

      売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円）  

0 0 － 

 連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1）その他有価証券  

①非上場株式 663 

②実績配当型金銭信託 10,000 

(2）関連会社株式 965 



当連結会計年度（平成18年12月31日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

      ２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成18年1月1日 至 平成18年12月31日） 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

４．その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額 

（デリバティブ取引関係） 

前連結会計年度（自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日）および当連結会計年度（自 平成18年１月１

日 至 平成18年12月31日） 

  当社グループ（当社および連結子会社）は、デリバティブ取引を利用しておりませんので該当事項はありませ

  ん。 

 種類 
取得原価 
（百万円） 

連結貸借対照表 
計上額 
（百万円） 

差額（百万円） 

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの 

(1）株式 1,986 5,603 3,616 

(2）債券 － － － 

(3）その他 － － － 

小計 1,986 5,603 3,616 

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの 

(1）株式 654 595 △59 

(2）債券 － － － 

(3）その他 － － － 

小計 654 595 △59 

合計 2,641 6,198 3,556 

      売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円）  

327 212 － 

 連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1）その他有価証券  

①非上場株式 548 

②実績配当型金銭信託 5,000 

③コマーシャルペーパー 4,995 

(2）関連会社株式 1,142 

 
１年以内 
（百万円） 

１年超 
（百万円） 

１．債券     

コマーシャルペーパー 4,995 － 

２．その他     

実績配当型金銭信託 5,000 － 

合計 9,995 － 



（退職給付関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

１．採用している退職給付制度の概要 １．採用している退職給付制度の概要 

当社および国内連結子会社は、確定給付型の制度と

して退職金規定に基づく退職一時金制度を設けており

ます。また、当社は平成17年４月より、適格退職年金

制度に替えて、市場金利連動型（キャッシュバランス

型）の年金制度を採用しております。なお、従業員の

退職に際しましては割増し退職金を支払う場合があり

ます。 

          同左 

２．退職給付債務およびその内訳 ２．退職給付債務およびその内訳 

退職給付債務 （単位：百万円）

(1）退職給付債務 △7,839

(2）年金資産 5,727

(3）未積立退職給付債務(1)＋(2) △2,111

(4）未認識数理計算上の差異 △108

(5）未認識過去勤務債務 (注) △457

(6）連結貸借対照表計上純額 

  (3)＋(4)＋(5) 

△2,677

(7）前払年金費用 290

(8）退職給付引当金(6)-(7) △2,967

退職給付債務 （単位：百万円）

(1）退職給付債務 △8,217

(2）年金資産 6,661

(3）未積立退職給付債務(1)＋(2) △1,555

(4）未認識数理計算上の差異 △113

(5）未認識過去勤務債務 (注) △91

(6）連結貸借対照表計上純額 

  (3)＋(4)＋(5) 

△1,761

(7）前払年金費用 353

(8）退職給付引当金(6)-(7) △2,114

 （注）当社は、平成17年４月に退職金制度の改定を行い

適格退職年金制度から市場金利連動型（キャッシ

ュバランス型）の年金制度に移行しました。この

制度改定により、過去勤務債務（債務の減額）が

発生しております。 

 （注）         同左 

３．退職給付費用の内訳 ３．退職給付費用の内訳 

退職給付費用 （単位：百万円）

(1）勤務費用（注） 467

(2）利息費用 142

(3）期待運用収益 △149

(4）未認識数理計算上の差異の

費用処理額 
123

(5）過去勤務債務の費用処理額 △274

退職給付費用 （単位：百万円）

(1）勤務費用（注） 463

(2）利息費用 136

(3）期待運用収益 △200

(4）未認識数理計算上の差異 

の費用処理額 
27

(5）過去勤務債務の費用処理額 △365

 （注）簡便法を採用している国内連結子会社の退職給付 

     費用は「(1）勤務費用」に計上しております。 

 （注）簡便法を採用している国内連結子会社の退職給付 

   費用は「(1）勤務費用」に計上しております。 

 



  

（ストック・オプション等関係） 

当連結会計年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

当社グループ（当社および連結子会社）は、ストック・オプション等を利用しておりませんので該当事項はあ

りません。 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 ４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

(1）割引率 2.0％ 

(2）期待運用収益率 3.5％ 

(3）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 

(4）数理計算上の差異の処理年数 10年 

(5) 過去勤務債務の額の処理年数 2年 

            同左 

 なお、数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生

時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ

発生の翌連結会計年度から費用処理することとしてお

ります。 

 また、過去勤務債務は、その発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の一定年数（２年）による定

額法により按分した額を発生時より費用処理すること

としております。 

 



（税効果会計関係） 

前連結会計年度 
（平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年12月31日） 

１．繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳 

１．繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳 

繰延税金資産 (単位：百万円) 

賞与引当金繰入限度超過額 255

貸倒引当金繰入限度超過額 129

有価証券等評価損否認額 787

たな卸資産評価損否認額 309

未払費用等否認額 339

たな卸資産未実現利益 48

減価償却資産等償却限度超過額 393

退職給付引当金繰入限度超過額 1,215

税務上の繰越欠損金 644

その他 238

繰延税金資産小計 4,362

評価性引当額 △1,717

繰延税金資産合計 2,645

  

繰延税金負債  

固定資産圧縮積立金 △1,748

その他有価証券評価差額金に係る
税効果 

△1,981

繰延税金負債合計 △3,729

  

繰延税金資産の純額 △1,084

繰延税金資産 (単位：百万円) 

賞与引当金繰入限度超過額 260

貸倒引当金繰入限度超過額 399

有価証券等評価損否認額 1,523

たな卸資産評価損否認額 212

未払費用等否認額 401

たな卸資産未実現利益 66

減価償却資産等償却限度超過額 312

退職給付引当金繰入限度超過額 887

税務上の繰越欠損金 476

その他 198

繰延税金資産小計 4,740

評価性引当額 △2,183

繰延税金資産合計 2,556

  

繰延税金負債  

固定資産圧縮積立金 △2,467

その他有価証券評価差額金に係る
税効果 

△1,322

繰延税金負債合計 △3,790

  

繰延税金資産の純額 △1,233

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.7％

（調整）   

関係会社に対する投資 △7.8 

一時差異等税効果未認識額の増減 △0.3 

法人税額の特別控除 △3.8 

住民税均等割額 0.9 

交際費等永久に損金に算入されない
項目 

2.6 

受取配当金等永久に益金に算入され

ない項目 
△0.2

 

その他 △1.1 

税効果会計適用後の法人税等の負担
率 

31.0％

法定実効税率 40.7％

（調整）   

関係会社に対する投資 － 

一時差異等税効果未認識額の増減 △0.7 

法人税額の特別控除 △1.6 

住民税均等割額 0.5 

交際費等永久に損金に算入されない
項目 

1.8 

受取配当金等永久に益金に算入され

ない項目 
△0.2

 

その他 △0.5 

税効果会計適用後の法人税等の負担
率 

40.0％



（セグメント情報）  

【事業の種類別セグメント情報】 

 最近２連結会計年度の事業の種類別セグメント情報は次のとおりであります。 

前連結会計年度（自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日） 

 事業区分の方法の変更 

 従来、「健康機能性飲料・食品」事業に関しては、事業区分の中で「飲料」と「食品その他」に分けておりましたが、

当社は当事業を中期経営計画（２００５年～２００７年）の中で基本戦略事業と位置づけ、その基盤確立に取り組んでお

り、今後は当事業を事業区分の一つに発展させ、その業績を明確に把握すべく、当連結会計年度より、当事業を従来の

「飲料」と合わせた事業区分「飲料・健康機能性食品」に変更しました。 

 この結果、従来の方法に比べて当連結会計年度の売上高は、「飲料・健康機能性食品」事業が変更前の事業区分である

「飲料」に比べて６億６千１百万円増加し、「食品その他」事業が同額減少しております。営業費用は、「飲料・健康機

能性食品」事業が前連結会計年度の「飲料事業」に比べて８億４千万円増加し、「食品その他」事業が同額減少しており

ます。 

 また、資産は、「飲料・健康機能性食品」事業が前連結会計年度の「飲料事業」に比べて２億９百万円増加し、「食品

その他」事業が同額減少しております。減価償却費は、「飲料・健康機能性食品」事業が前連結会計年度の「飲料事業」

に比べて１百万円増加し、「食品その他」事業が同額減少しております。資本的支出は、「飲料・健康機能性食品」事業

が前連結会計年度の「飲料事業」に比べて１千３百万円増加し、「食品その他」事業が同額減少しております。 

 
飲料・ 

健康機能性食品
（百万円） 

食品その他 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ．売上高及び営業利益      

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 112,047 10,727 122,775 － 122,775 

(2）セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
－ － －       (－) － 

計 112,047 10,727 122,775        (－) 122,775 

営業費用 107,326 10,211 117,538        (－) 117,538 

営業利益 4,721 516 5,237       (－) 5,237 

Ⅱ．資産、減価償却費、減損損失 
及び資本的支出 

     

資産 64,820 6,789 71,610 23,300 94,910 

減価償却費 2,270 366 2,637 － 2,637 

減損損失 575 － 575 － 575 

資本的支出 2,479 261 2,740 － 2,740 



当連結会計年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

 （注）１．事業区分は、製品の種類・性質の類似性をもとに区分しております。 

２．各事業区分の主要製品等 

３．資産のうち、消去又は全社項目に含めた全社資産は、連結財務諸表提出会社での余資運用資産（預金及び有

価証券）等であります。 

 
飲料・ 

健康機能性食品
（百万円） 

食品その他 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ．売上高及び営業利益      

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 108,264 12,181 120,445 － 120,445 

(2）セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
－ － －       (－) － 

計 108,264 12,181 120,445        (－) 120,445 

営業費用 103,908 11,175 115,084        (－) 115,084 

営業利益 4,355 1,005 5,361       (－) 5,361 

Ⅱ．資産、減価償却費、減損損失 
及び資本的支出 

     

資産 64,143 8,186 72,329 25,195 97,525 

減価償却費 2,230 461 2,692 － 2,692 

減損損失 － － － － － 

資本的支出 2,754 801 3,555 － 3,555 

事業区分 主要製品 

飲料・健康

機能性食品 

コンク飲料   「カルピス」、“「カルピス」フルーツ”、“THE VINEGARS（ザ・ビネガーズ）” 

                “飲むりんご酢＆「カルピス」”、“ほっとゆず・かりん” 

        「可爾必思（カルピス）」等 

乳性ストレート 「カルピスウォーター」、「カルピスソーダ」、「フルーツカルピス」、 

飲料       「味わいフルーツオ・レ」、「カルピスサワー」、 

        「CALPIS/BARTIME（バータイム）」、「CALPICO」、            

「可爾必思水語（カルピスウォーター）」、 

「水果可爾必思苺（フルーツカルピス苺）」等 

 その他ストレート「ほっとレモン」、茶類（緑茶、烏龍茶、紅茶 等）、 

 飲料      「evian(エビアン)」、「Welch's(ウェルチ)」、 

         「Blendy／Café La Mode（ブレンディ／カフェ・ラ・モード）」、 

「アミノバイタル」、“Birdy”等 

健康機能性飲料 「健茶王」、「カルピス酸乳／アミールＳ・120」、 

 ・食品     「インターバランスＬ－92」、「ファインサポート」 

         “「ameal(アミール)bp」カプセル”、“「ameal(アミール)bp」タブレット”、 

                 「AmealPeptide(アミールペプチド)」等 

食品 食品       バター、クリーム等 

その他 その他      畜産用生菌剤「カルスポリン」、「ファインラクト」等 

 前連結会計年度     23,300百万円 当連結会計年度     25,195百万円 



 (会計方針の変更) 

 当連結会計年度より、「役員賞与に関する会計基準」(企業会計基準第４号 平成17年11月29日)を適用したことに

よる各セグメントの営業利益への影響は、軽微であります。   

【所在地別セグメント情報】 

 前連結会計年度（自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日）および当連結会計年度（自 平成18年１月

１日 至 平成18年12月31日） 

 本邦の売上高および資産の金額は、全セグメントの売上高合計および全セグメントの資産の金額の合計額に占

める割合がいずれも90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

【海外売上高】 

 前連結会計年度（自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日）および当連結会計年度（自 平成18年１月

１日 至 平成18年12月31日） 

 海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日） 

(1）親会社および法人主要株主等 

 （注）１．取引条件ないし取引決定方針等 

製品の販売については、味の素㈱が当社製品（酒類除く）の国内における総発売元となっており、最終販売

価格を基礎として協議により価格を決定しております。 

２．取引金額には、消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

当連結会計年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

(1）親会社および法人主要株主等 

 （注）１．取引条件ないし取引決定方針等 

製品の販売については、味の素㈱が当社製品（酒類除く）の国内における総発売元となっており、最終販売

価格を基礎として協議により価格を決定しております。 

２．取引金額には、消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

属性 
会社等 
の名称 

住所 
資本金又
は出資金 
(百万円) 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の 
被所有割合 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
（百万円） 

科目 
期末残高 
（百万円）役員の

兼任等 
事業上
の関係 

その他の 
関係会社 

味の素㈱ 
東京都
中央区 

79,863 
食品・調
味料等の
製造販売 

直接
26.71％

間接
0％

転籍
4人 

当社の
製品を
販売 

製品の販売 99,373 売掛金 18,571 

属性 
会社等 
の名称 

住所 
資本金又
は出資金 
(百万円) 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の 
被所有割合 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
（百万円） 

科目 
期末残高 
（百万円）役員の

兼任等 
事業上
の関係 

その他の 
関係会社 

味の素㈱ 
東京都
中央区 

79,863 
食品・調
味料等の
製造販売 

直接
26.71％

間接
0％

転籍
4人 

当社の
製品を
販売 

製品の販売 99,098 売掛金 18,892 

 
前連結会計年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

１株当たり純資産額       725円57銭          765円  09銭 

１株当たり当期純利益金額     41円72銭       63円  91銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額  潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額については、潜在株式

がないため記載しておりません。 

 同左 

 
前連結会計年度 

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

当期純利益（百万円） 3,148 4,726 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 63 － 

（うち利益処分による役員賞与金） (63) (－) 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 3,085 4,726 

期中平均株式数（株） 73,958,879 73,950,136 



（重要な後発事象） 

１．カルピス味の素ダノン株式会社の株式譲渡について 

当社は、平成19年１月31日開催の取締役会において、以下のとおり当社の持分法適用関連会社であるカルピス

味の素ダノン株式会社の株式を全株譲渡することを決議し、譲渡いたしました。 

 (1) 譲渡の理由 

当社は、味の素株式会社およびＢＳＮグループ(現グループ・ダノン社）とともに、平成４年にカルピス味の

素ダノン株式会社を設立し、乳製品を中心とするチルド事業の拡大に向けた共同事業を展開してまいりました。

グループ・ダノン社は、アジア地域の乳製品市場において、積極的な投資と強化に向けた成長戦略を進めて

おり、このたび、グループ・ダノン社の日本市場での成長戦略に賛同し、３社で協議した結果、株式を譲渡す

ることにいたりました。 

       なお、株式譲渡後も、当社は、引続きカルピス味の素ダノン株式会社に対して原材料の調達を協力し、「エ 

     ビアン事業」においては、今後もグループ・ダノン社とともに事業継続していきます。 

 (2) 譲渡先および譲渡株式数 

    譲渡先          グループ・ダノン社 

    譲渡株式数      8,400株 

 (3) 譲渡前後の所有株式数および所有割合 

                                         (譲渡前)         (譲渡後) 

     当社所有株式数                       8,400株              0株 

     発行済株式総数                      28,000株         28,000株 

     発行済株式総数に対する割合            30.0%             0.0% 

 (4) 譲渡の日程   平成19年１月31日  取締役会決議、売買契約書締結 

 (5) 譲渡益     1,010百万円 

 (注)  譲渡先との申し合わせにより譲渡価額については開示いたしません。 

２．固定資産の譲渡について 

    当社は、平成19年１月31日開催の取締役会において、以下のとおり固定資産の譲渡を決議し、譲渡いたしまし

   た。 

 (1) 譲渡の理由 

       当社は、保有するカルピス味の素ダノン株式会社の株式を全株グループ・ダノン社に譲渡いたします。これ 

     にあわせて、当社は、カルピス味の素ダノン株式会社に貸与している固定資産をカルピス味の素ダノン株式会 

     社に譲渡することにいたしました。 

 (2) 譲渡資産の内容 

  

 (3) 譲渡の日程       平成19年１月31日  取締役会決議、売買契約書締結 

                      平成19年２月27日  土地、建物・設備 引渡し 

 (4) 譲渡益           857百万円 

 (注)  譲渡先との申し合わせにより譲渡価額については開示いたしません。 

資産の内容および所在地 現  況  

 群馬県館林市大字下早川田町366番1号   

     土地               18,320㎡  工場設備 

     建物・設備             8,863㎡  



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

該当事項はありません。 

【借入金等明細表】 

 （注） 「平均利率」については、期末借入金の残高に対する加重平均利率を記載しております。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 2,440 2,440 1.63 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 － － － － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） － － － － 

その他の有利子負債 － － － － 

計 2,440 2,440 － － 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

  
前事業年度 

（平成17年12月31日） 
当事業年度 

（平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金   14,407   16,244  

２．受取手形 ※７  24   13  

３．売掛金 ※５  20,760   21,006  

４．有価証券    10,000   9,995  

５．商品   560   431  

６．製品   1,741   1,801  

７．原材料   792   713  

８．前払費用   129   172  

９．繰延税金資産   1,022   1,365  

10．未収金   1,498   1,427  

11．関係会社短期貸付金   849   850  

12．その他の流動資産   70   72  

13．貸倒引当金   △262   △132  

流動資産合計   51,595 56.8  53,963 59.4 

Ⅱ 固定資産        

１．有形固定資産        

(1）建物  24,035   24,343   

減価償却累計額  △11,900 12,134  △12,690 11,653  

(2）構築物  3,168   3,209   

減価償却累計額  △2,305 862  △2,378 831  

(3）機械装置  30,462   30,079   

減価償却累計額  △24,761 5,701  △23,865 6,213  

(4）車輌運搬具  262   251   

減価償却累計額  △236 25  △228 23  

(5）工具器具備品  2,817   2,677   

減価償却累計額  △2,088 728  △1,986 690  

(6）土地   5,699   5,683  

(7）建設仮勘定   11   47  

有形固定資産合計   25,164 27.7  25,142 27.7 

 



  
前事業年度 

（平成17年12月31日） 
当事業年度 

（平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

２．無形固定資産        

(1）借地権   25   －  

(2) ソフトウェア   62   678  

(3) 施設利用権   －   19  

(4）電話加入権   19   －  

(5）施設利用権等   0   －  

(6) ソフトウェア仮勘定   615   716  

無形固定資産合計   723 0.8  1,415 1.5 

３．投資その他の資産        

(1）投資有価証券   8,173   6,746  

(2）関係会社株式   4,349   2,562  

(3）出資金   3   3  

(4）従業員長期貸付金   3   3  

(5）関係会社長期貸付金   1,000   1,000  

(6）長期前払費用   292   389  

(7）保険積立資産   245   283  

(8）その他の投資   341   340  

(9）貸倒引当金   △1,000   △1,000  

投資その他の資産合計   13,408 14.7  10,330 11.4 

固定資産合計   39,297 43.2  36,888 40.6 

資産合計   90,892 100.0  90,852 100.0 

        

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１．支払手形   664   －  

２．買掛金 ※５  13,320   13,661  

３．短期借入金   2,440   2,440  

４．未払金 ※５  9,835   9,528  

５．未払費用   746   780  

６. 未払法人税等   1,432   1,366  

７．前受金   49   51  

８．預り金   104   113  

９. 賞与引当金   586   600  

10. 役員賞与引当金   －   70  

流動負債合計   29,178 32.1  28,613 31.5 

 



  
前事業年度 

（平成17年12月31日） 
当事業年度 

（平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

Ⅱ 固定負債        

１．繰延税金負債   2,380   2,860  

２．退職給付引当金   2,191   1,345  

３．役員退職慰労引当金   420   521  

４．その他固定負債   33   50  

固定負債合計   5,025 5.5  4,776 5.3 

負債合計   34,204 37.6  33,390 36.8 

        

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※２  13,056 14.4  － － 

Ⅱ 資本剰余金        

１．資本準備金  9,897   －   

２．その他資本剰余金  0   －   

資本剰余金合計   9,897 10.9  － － 

Ⅲ 利益剰余金        

１．利益準備金  1,357    －    

２．任意積立金        

(1）研究開発積立金  500   －   

(2）海外市場開発積立金  500   －   

(3）固定資産圧縮積立金  2,413   －   

(4) 固定資産圧縮特別勘
定積立金 

 226   －   

(5）別途積立金  25,600    －    

３．当期未処分利益  2,976    －    

利益剰余金合計   33,574 36.9  － － 

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

  2,887 3.2  － － 

Ⅴ 自己株式 ※３  △2,727 △3.0  － － 

資本合計   56,688 62.4  － － 

負債・資本合計   90,892 100.0  － － 

        
 



  
前事業年度 

（平成17年12月31日） 
当事業年度 

（平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（純資産の部）               

Ⅰ 株主資本               

１．資本金     － －   13,056 14.4 

２．資本剰余金               

(1）資本準備金   －     9,897     

(2）その他資本剰余金   －     0     

資本剰余金合計      － －   9,898 10.9 

３．利益剰余金               

(1）利益準備金   －     1,357     

(2）その他利益剰余金               

研究開発積立金   －     500     

海外市場開発積立金   －     500     

固定資産圧縮積立金   －     2,625     

固定資産圧縮特別勘
定積立金 

  －     971     

別途積立金   －     26,800     

繰越利益剰余金   －     2,252     

利益剰余金合計      － －   35,007 38.5 

４．自己株式     － －   △2,735 △3.0 

株主資本合計      － －   55,227 60.8 

Ⅱ 評価・換算差額等               

その他有価証券評価差額金     － －   2,234 2.4 

評価・換算差額等合計      － －   2,234 2.4 

純資産合計      － －   57,461 63.2 

負債純資産合計      － －   90,852 100.0 

        



②【損益計算書】 

  
前事業年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高        

１．売上高 ※１  110,414 100.0  107,841 100.0 

Ⅱ 売上原価        

１．商品期首たな卸高  1,484   560   

２．製品期首たな卸高  1,669   1,741   

３．当期製品製造原価  34,545   33,752   

４．酒税  593   603   

５．当期商品仕入高 ※２ 22,302   22,471   

合計  60,595   59,128   

６．商品期末たな卸高  560   431   

７．製品期末たな卸高  1,741   1,801   

８．他勘定振替高 ※３ 408   349   

差引  57,886   56,546   

９．不動産賃貸原価  543 58,429 52.9 492 57,039 52.9 

売上総利益   51,985 47.1  50,802 47.1 

Ⅲ 販売費及び一般管理費        

１．拡売費  25,475   25,267   

２．運送費  5,979   5,528   

３．保管料  1,354   1,203   

４．広告費  3,143   2,214   

５．給料手当  5,324   5,364   

６．賞与引当金繰入額  445   422   

７．退職給付費用  229   29   

８．役員退職慰労引当金繰入額  106   101   

９．旅費交通費  439   449   

10．減価償却費  532   598   

11．賃借料  393   418   

12．研究開発費 ※４ 1,309   1,538   

13．貸倒引当金繰入額  5   －   

14．その他  3,065 47,806 43.3 3,220 46,357 43.0 

営業利益   4,179 3.8  4,444 4.1 

 



  
前事業年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅳ 営業外収益        

１．受取利息 ※１ 32   64   

２．受取配当金 ※１ 290   299   

３．為替差益   31   9   

４．補助金収入   －   55   

５．雑収入  35 391 0.3 39 468 0.4 

Ⅴ 営業外費用        

１．支払利息  33   35   

２．雑損失  1 34 0.0 3 39 0.0 

経常利益   4,536 4.1  4,873 4.5 

Ⅵ 特別利益        

１．固定資産売却益  ※５ 11   2,601   

２．投資有価証券売却益  0   212   

３．関係会社株式売却益  138   －   

４．貸倒引当金戻入益  － 149 0.1 130 2,943 2.7 

        

Ⅶ 特別損失        

１．固定資産売却損 ※６ 0   1   

２．固定資産除却損 ※７ 203   270   

３．減損損失 ※８ 532   －   

４．投資有価証券評価損  －   12   

５．関係会社株式評価損  296   1,796   

６．事業撤退損 ※９ － 1,032 0.9 90 2,171 2.0 

税引前当期純利益   3,654 3.3  5,645 5.2 

法人税、住民税及び事業税  1,339   2,023   

法人税等調整額  183 1,523 1.4 795 2,818 2.6 

当期純利益   2,131 1.9  2,827 2.6 

前期繰越利益   845   －  

当期未処分利益   2,976   －  

        



製造原価明細書 

  原価計算の方法は総合原価計算によっております。 

  
前事業年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

１．原材料費  25,513 73.9 25,140 74.5 

２．労務費  3,316 9.6 3,002 8.9 

（内 賞与引当金繰入額）  (140) (0.4) (134) (0.4) 

３．経費  5,716 16.5 5,609 16.6 

（内 減価償却費）  (1,669) (4.8) (1,689) (5.0) 

（〃 外注加工費）  (785) (2.3) (737) (2.2) 

当期総製造費用  34,545 100.0 33,752 100.0 

当期製品製造原価  34,545  33,752  



③【利益処分計算書および株主資本等変動計算書】 

利益処分計算書 

  
前事業年度 

（株主総会承認日 
平成18年３月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 

Ⅰ 当期未処分利益   2,976 

Ⅱ 任意積立金取崩高    

  １．固定資産圧縮積立金 
 取崩額 

 76  

２．固定資産圧縮特別勘定 
  積立金取崩額 

 226 303 

計   3,279 

Ⅲ 利益処分額    

１．利益配当金  887  

２．役員賞与金  63  

（うち監査役賞与金）  (5)  

３．固定資産圧縮積立金  193  

４．別途積立金  1,200 2,344 

Ⅳ 次期繰越利益   935 

    



株主資本等変動計算書 

当事業年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

 

株主資本 

 評価・

換算 

差額等 

純資産
合計 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己 
株式 

株主資
本合計 

その他
有価証
券評価
差額金 

資本 
準備金 

その他 
資本 
剰余金 

利益 
準備金 

 その他利益剰余金 

研究開
発積立
金 

海外市
場開発
積立金

固定資
産圧縮
積立金

固定資
産圧縮
特別積
立金 

別途 
積立金

繰越利
益剰余
金 

平成17年12月31日 
残高（百万円） 

13,056 9,897 0 1,357 500 500 2,413 226 25,600 2,976 △2,727 53,800 2,887 56,688 

事業年度中の 
変動額               

剰余金の配当 
（百万円） 

                  △887   △887   △887 

剰余金の配当 
（中間配当） 
（百万円） 

                  △443   △443   △443 

役員賞与の支給 
（百万円） 

                  △63   △63   △63 

固定資産圧縮積
立金の積立 
（百万円） 

            425     △425         

固定資産圧縮特
別勘定積立金の
積立 
（百万円） 

              971   △971         

別途積立金の積
立（百万円） 

                1,200 △1,200         

固定資産圧縮積
立金の取崩 
（百万円） 

            △214     214         

固定資産圧縮特
別勘定積立金の
取崩（百万円） 

              △226   226         

 当期純利益 
（百万円） 

                  2,827   2,827   2,827 

 自己株式の処分
（百万円） 

    0               1 2   2 

 自己株式の取得
（百万円） 

                    △8 △8   △8 

株主資本以外の
項目の事業年度
中の変動額（純
額） 
（百万円） 

                        △653 △653 

事業年度中の変動
額合計（百万円） 

－ － 0 － － － 211 745 1,200 △723 △7 1,426 △653 773 

平成18年12月31日 
残高（百万円） 

13,056 9,897 0 1,357 500 500 2,625 971 26,800 2,252 △2,735 55,227 2,234 57,461 



重要な会計方針 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

１．有価証券の評価基準および評価方法 

(1）子会社株式および関連会社株式 

移動平均法による原価法を採用しております。 

(2）その他有価証券 

・時価のあるもの…決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部資本

直入法により処理しており、

売却原価は移動平均法により

算出しております。） 

１．有価証券の評価基準および評価方法 

(1）子会社株式および関連会社株式 

同左 

(2）その他有価証券 

・時価のあるもの…決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部純資

産直入法により処理してお

り、売却原価は移動平均法に

より算出しております。） 

・時価のないもの…移動平均法による原価法 ・時価のないもの…同左 

２．たな卸資産の評価基準および評価方法 

総平均法による原価法を採用しております。 

２．たな卸資産の評価基準および評価方法 

同左 

３．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

 定率法を採用しております。但し、平成10年４

月１日以降の新規取得の建物（建物附属設備を除

く）は定額法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物      ３年～50年 

機械装置    ２年～17年 

３．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

 定率法を採用しております。但し、平成10年４

月１日以降の新規取得の建物（建物附属設備を除

く）は定額法を採用しております。 

     なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

    建物              ３年～50年 

    機械装置            ４年～15年 

(2）無形固定資産 

        定額法を採用しております。 

     なお、自社利用のソフトウェアについては、社内

       における利用可能期間（５年）に基づいておりま 

       す。 

(2）無形固定資産 

                      同左 

 



前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

４．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しております。 

４．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

 従業員賞与の支給に備えるため、支給対象期間

に基づく賞与支給見込額を計上しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

(3）       ────── 

  

(3）役員賞与引当金 

 役員に対して支給する賞与の支出にあてるた

め、支給見込額に基づき計上しております。 

（会計方針の変更） 

 当事業年度より「役員賞与に関する会計基準」

（企業会計基準第４号 平成17年11月29日）を適

用しております。これにより、営業利益、経常利

益および税引前当期純利益は70百万円減少してお

ります。 

(4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末

における退職給付債務および年金資産の見込額に

基づき計上しております。 

 過去勤務債務は、その発生時における従業員の 

平均残存勤務期間以内の一定の年数（２年）によ 

る定額法により按分した額を発生時より費用処理 

することとしております。 

 数理計算上の差異は、各事業年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により按分した額をそれぞ

れ発生の翌事業年度から費用処理することとして

おります。 

（追加情報） 

 当社は、平成17年４月に退職金制度の改定を行

い適格退職年金制度から市場金利連動型（キャッ

シュバランス型）の年金制度に移行しました。 

 なお、この制度改定により、退職給付債務は 

７億３千１百万円減少しております。 

(4）退職給付引当金 

                  同左 

  

  

  

  

  

  

  

 

  

  

  

        ────── 

(5）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給にあてるため、内規に

基づく当事業年度末の要支給額を計上しておりま

す。 

(5）役員退職慰労引当金 

同左 

５．リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

５．リース取引の処理方法 

同左 

６．その他財務諸表作成のための重要な事項 

(1）消費税等の会計処理方法 

 消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しており

ます。 

６．その他財務諸表作成のための重要な事項 

(1）消費税等の会計処理方法 

同左 



会計処理方法の変更 

表示方法の変更 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

  （固定資産の減損に係る会計基準） 

  固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会

計審議会 平成14年８月９日））及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第６号 平成15年10月31日）が平成16年３月

31日に終了する事業年度に係る財務諸表から適用で

きることになったことに伴い、当事業年度から同会

計基準及び同適用指針を適用しております。これに

より税引前当期純利益は５億３千２百万円減少して

おります。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の財務

諸表等規則に基づき各資産の金額から直接控除して

おります。 

          ────── 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

──────  （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

  当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年

12月９日）および「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日）を適用しております。

 従来の資本の部の合計に相当する金額は57,461百万

円であります。 

 なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度に

おける貸借対照表の純資産の部については、改正後の

財務諸表等規則により作成しております。 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

 ──────  （貸借対照表） 

   無形固定資産の「施設利用権等」は、金額的重要性が乏

しいため、「電話加入権」とあわせて「施設利用権」とし

て表示しております。 

 なお、当事業年度の「施設利用権」に含まれている「電

話加入権」の金額は19百万円、「施設利用権等」の金額は

０百万円であります。  



注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成17年12月31日） 

当事業年度 
（平成18年12月31日） 

 １．受取手形の割引高はありません。  １．受取手形の割引高はありません。 

※２．授権株式数は、普通株式160,000,000株であり、こ

のうち発行済株式数は、普通株式78,750,000株で

あります。 

※２．        ────── 

※３．普通株式4,797,412株を保有しております。 ※３．        ────── 

 ４．商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は2,887百万

円であります。 

 ４．        ────── 

※５．関係会社に係る注記 ※５．関係会社に係る注記 

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは、次のとおりでありま

す。 

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは、次のとおりでありま

す。 

売掛金 19,922百万円 

買掛金 1,692百万円 

未払金 723百万円 

売掛金 19,805百万円 

買掛金 2,068百万円 

未払金 814百万円 

６．保証債務 ６．保証債務 

(1）従業員の金融機関からの借入金に対して保証を

行っております。 

(1）従業員の金融機関からの借入金に対して保証を

行っております。 

 28百万円  17百万円 

(2）味の素カルピスビバレッジインドネシア（株）

の金融機関からの借入金に対して保証を行って

おります。 

(2）味の素カルピスビバレッジインドネシア（株）

の金融機関からの借入金に対して保証を行って

おります。 

 68百万円 

 (US$575,000) 

 90百万円 

 (US$755,000) 

※７．期末日満期手形の会計処理は、手形交換日をもっ

て入出金の処理をする方法によっております。し

たがって、当期末日は金融機関休日のため、次の

とおり期末日満期手形が期末残高に含まれており

ます。 

※７．期末日満期手形の会計処理は、手形交換日をもっ

て入出金の処理をする方法によっております。し

たがって、当期末日は金融機関休日のため、次の

とおり期末日満期手形が期末残高に含まれており

ます。 

受取手形 10百万円 受取手形 5百万円 



（損益計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

※１．関係会社との取引に係る注記 ※１．関係会社との取引に係る注記 

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは次の通りであります。 

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは次の通りであります。 

売上高 104,762百万円 

受取利息 24百万円 

受取配当金 220百万円 

売上高 105,656百万円 

受取利息 35百万円 

受取配当金 220百万円 

※２．当期商品仕入高には、製品仕入高8,331百万円を含

んでおります。 

※２．当期商品仕入高には、製品仕入高7,236百万円を含

んでおります。 

※３．売上原価の他勘定振替高は主として、製品の拡

売、宣伝用として使用したものであります。 

※３．         同左 

※４．研究開発費の総額 ※４．研究開発費の総額 

一般管理費に1,309百万円が含まれております。 一般管理費に1,538百万円が含まれております。 

 ※５．固定資産売却益の内訳 

土地 11百万円 

 ※５．固定資産売却益の内訳 

土地 2,601百万円 

 ※６．固定資産売却損の内訳 

機械装置 0百万円 

 ※６．固定資産売却損の内訳 

機械装置 1百万円 

※７．固定資産除却損の内訳 ※７．固定資産除却損の内訳 

建物 32百万円 

機械装置 136百万円 

構築物他 33百万円 

建物 46百万円 

機械装置 157百万円 

構築物他 66百万円 

※８．減損損失 

   当事業年度において、当社は以下の資産グループ 

  について減損損失を計上しました。 

※８．        ────── 

     当社は、事業用資産については主として事業別・ 

 工場別にグルーピングを行い、賃貸用資産および遊 

 休資産等については個別に資産のグルーピングを行 

 っております。 

   製造設備である機械装置等は、遊休であること等 

 により、回収可能価額まで減額しております。当該 

 資産の回収可能価額は、使用価値により測定してお 

 ります。使用価値については将来キャッシュ・フロ 

 ーを６.０％で割り引いて算出しております。     

場所    用途    種類 
   金額 
（百万円）

群馬県 
館林市 

製造設備 機械装置等 480 

神奈川県 
相模原市 

製造設備 機械装置等 52 

合計   532 

 

※９．      ────── ※９．事業撤退損は、以下の事業からの撤退に伴い発生

したものであります。 

  チルド飲料事業 64百万円 

 オリゴ糖素材事業 26百万円 

     計 90百万円 



（株主資本等変動計算書関係） 

当事業年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

自己株式の種類および株式数に関する事項 

 (注)１．自己株式(普通株式)の増加は、単元未満株式の買取によるものであります。 

   ２．自己株式(普通株式)の減少は、単元未満株式の売却によるものであります。 

 
前期末株式数 
（千株） 

当期増加株式数 
（千株） 

当期減少株式数 
（千株） 

当期末株式数 
（千株） 

自己株式     

普通株式 4,797 9 2 4,804 

合計 4,797 9 2 4,804 



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

 前事業年度（平成17年12月31日）および当事業年度（平成18年12月31日）における子会社株式および関連会社株

式で時価のあるものはありません。 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額および期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額および期末残高相当額 

 
取得価額相
当額 
（百万円） 

減価償却累
計額相当額 
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円）

車輌運搬具 20 14 5 

工具器具備品 485 185 299 

合計 505 200 305 

 
取得価額相
当額 
（百万円）

減価償却累
計額相当額 
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円）

車輌運搬具 4 2 1 

工具器具備品 514 275 238 

合計 519 278 240 

(2）未経過リース料期末残高相当額等 

 未経過リース料期末残高相当額 

(2）未経過リース料期末残高相当額等 

 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 115百万円 

１年超 205百万円 

合計 320百万円 

１年以内 118百万円 

１年超 137百万円 

合計 256百万円 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額および減損損失 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額および減損損失 

支払リース料 92百万円 

減価償却費相当額 87百万円 

支払利息相当額 5百万円 

支払リース料 131百万円 

減価償却費相当額 125百万円 

支払利息相当額 6百万円 

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 (5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については級

数法によっております。 

同左 

  （減損損失について） 

  リース資産に配分された減損損失はありません。 

  

  （減損損失について） 

  リース資産に配分された減損損失はありません。 

  



（税効果会計関係） 

前事業年度 
（平成17年12月31日） 

当事業年度 
（平成18年12月31日） 

１．繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳 

１．繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳 

繰延税金資産 (単位：百万円) 

賞与引当金繰入限度超過額 238

貸倒引当金繰入限度超過額 143

有価証券等評価損否認額 787

たな卸資産評価損否認額 309

未払費用等否認額 311

減価償却資産等償却限度超過額 371

退職給付引当金繰入限度超過額 950

その他 142

繰延税金資産小計 3,255

評価性引当額 △883

繰延税金資産合計 2,371

  

繰延税金負債  

固定資産圧縮積立金 △1,748

その他有価証券評価差額金に係る
税効果 

△1,981

繰延税金負債合計 △3,729

  

繰延税金資産の純額 △1,357

繰延税金資産 (単位：百万円) 

賞与引当金繰入限度超過額 244

貸倒引当金繰入限度超過額 456

有価証券等評価損否認額 1,523

たな卸資産評価損否認額 212

未払費用等否認額 394

減価償却資産等償却限度超過額 291

退職給付引当金繰入限度超過額 615

その他 80

繰延税金資産小計 3,818

評価性引当額 △1,523

繰延税金資産合計 2,295

  

繰延税金負債  

固定資産圧縮積立金 △2,467

その他有価証券評価差額金に係る
税効果 

△1,322

繰延税金負債合計 △3,790

  

繰延税金資産の純額 △1,494

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.7％

（調整）   

住民税均等割額 1.0 

交際費等永久に損金に算入されない
項目 

2.7 

受取配当金等永久に益金に算入され
ない項目 

△2.6 

一時差異等税効果未認識額の増減 5.9 

法人税額の特別控除 △4.7 

その他 △1.3 

税効果会計適用後の法人税等の負担
率 

41.7％

法定実効税率 40.7％

（調整）   

住民税均等割額 0.6 

交際費等永久に損金に算入されない
項目 

1.7 

受取配当金等永久に益金に算入され
ない項目 

△1.8 

一時差異等税効果未認識額の増減 11.8 

法人税額の特別控除 △2.2 

その他 △0.9 

税効果会計適用後の法人税等の負担
率 

49.9％



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

１．１株当たり純資産額     765円70銭 

２．１株当たり当期純利益金額     27円96銭 

１．１株当たり純資産額       777円08銭 

２．１株当たり当期純利益金額    38円23銭 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式がないため記載しておりません。 

 同左 

 
前事業年度 

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

当期純利益（百万円） 2,131 2,827 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 63 － 

（うち利益処分による役員賞与金） (63) (－) 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 2,068 2,827 

期中平均株式数（株） 73,958,879 73,950,136 



（重要な後発事象） 

１．カルピス味の素ダノン株式会社の株式譲渡について 

当社は、平成19年１月31日開催の取締役会において、以下のとおり当社の関係会社であるカルピス味の素ダノ

ン株式会社の株式を全株譲渡することを決議し、譲渡いたしました。 

 (1) 譲渡の理由 

当社は、味の素株式会社およびＢＳＮグループ(現グループ・ダノン社）とともに、平成４年にカルピス味の

素ダノン株式会社を設立し、乳製品を中心とするチルド事業の拡大に向けた共同事業を展開してまいりました。

グループ・ダノン社は、アジア地域の乳製品市場において、積極的な投資と強化に向けた成長戦略を進めて

おり、このたび、グループ・ダノン社の日本市場での成長戦略に賛同し、３社で協議した結果、株式を譲渡す

ることにいたりました。 

       なお、株式譲渡後も、当社は、引続きカルピス味の素ダノン株式会社に対して原材料の調達を協力し、「エ 

     ビアン事業」においては、今後もグループ・ダノン社とともに事業継続していきます。 

 (2) 譲渡先および譲渡株式数 

    譲渡先          グループ・ダノン社 

    譲渡株式数      8,400株 

 (3) 譲渡前後の所有株式数および所有割合 

                                         (譲渡前)         (譲渡後) 

     当社所有株式数                       8,400株              0株 

     発行済株式総数                      28,000株         28,000株 

     発行済株式総数に対する割合            30.0%             0.0% 

 (4) 譲渡の日程   平成19年１月31日  取締役会決議、売買契約書締結 

 (5) 譲渡益     625百万円 

 (注)  譲渡先との申し合わせにより譲渡価額については開示いたしません。 

２．固定資産の譲渡について 

    当社は、平成19年１月31日開催の取締役会において、以下のとおり固定資産の譲渡を決議し、譲渡いたしま 

   した。 

 (1) 譲渡の理由 

       当社は、保有するカルピス味の素ダノン株式会社の株式を全株グループ・ダノン社に譲渡いたします。これ 

     にあわせて、当社は、カルピス味の素ダノン株式会社に貸与している固定資産をカルピス味の素ダノン株式会 

     社に譲渡することにいたしました。 

 (2) 譲渡資産の内容 

  

 (3) 譲渡の日程       平成19年１月31日  取締役会決議、売買契約書締結 

                      平成19年２月27日  土地、建物・設備 引渡し 

 (4) 譲渡益           844百万円 

 (注)  譲渡先との申し合わせにより譲渡価額については開示いたしません。 

資産の内容および所在地 現  況  

 群馬県館林市大字下早川田町366番1号   

    土地              18,320㎡  工場設備 

 建物・設備            8,863㎡  



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

     【債券】 

     【その他】 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 
（百万円） 

投資有価証券 
その他 
有価証券 

清水建設株式会社 1,965,694 1,169 

株式会社みずほフィナンシャルグループ 1,000 850 

加藤産業株式会社 399,699 587 

日本通運株式会社 848,000 552 

明治乳業株式会社 531,000 497 

株式会社セブン＆アイ・ホールディングス 120,214 444 

株式会社三井住友フィナンシャルグループ 363 442 

株式会社菱食 171,300 429 

株式会社山梨中央銀行 450,374 352 

株式会社みずほフィナンシャルグループ 

優先株式 
300 300 

イオン株式会社 66,188 170 

株式会社白洋舎 402,000 142 

その他（49銘柄） 1,024,282 807 

小計 5,980,414 6,746 

計 5,980,414 6,746 

銘柄 券面総額（百万円） 
貸借対照表計上額 
（百万円） 

 有価証券 
その他 

有価証券  
協同リース株式会社 ＣＰ 2,000 1,997 

 有価証券 
その他 

有価証券  
みずほインベスターズ証券株式会社 ＣＰ 1,000 999 

 有価証券 
その他 

有価証券  
大和證券ＳＭＢＣ株式会社 ＣＰ 1,000 999 

 有価証券 
その他 

有価証券  
株式会社ジャックス ＣＰ 1,000 998 

計 5,000 4,995 

種類および銘柄 投資口数等（口） 
貸借対照表計上額 
（百万円） 

有価証券 
その他 
有価証券 

実績配当型金銭信託 － 5,000 

計 － 5,000 



【有形固定資産等明細表】 

 （注）１.当期増加額の主なものは、以下のとおりであります。 

  機械装置 群馬工場 ギフト商品に関する新規生産設備の設置     ４７９百万円 

                      畜産用生菌剤「カルスポリン」生産設備の設置  ３５８百万円 

    ２.当期減少額の主なものは、以下のとおりであります。 

   機械装置  群馬工場 チルド飲料生産設備の除却           ７７９百万円 

   なお、チルド飲料生産設備の除却は、前期において減損損失を計上した資産を除却したものであります。 

【引当金明細表】 

 （注）貸倒引当金の当期減少額（その他）は、洗替により戻し入れたものです。 

資産の種類 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
(百万円) 

当期償却額 
（百万円） 

差引当期末残
高（百万円） 

有形固定資産        

建物 24,035 418 110 24,343 12,690 873 11,653 

構築物 3,168 77 36 3,209 2,378 104 831 

機械装置 30,462 1,933 2,317 30,079 23,865 1,309 6,213 

車輌運搬具 262 6 17 251 228 7 23 

工具器具備品 2,817 194 334 2,677 1,986 215 690 

土地 5,699 － 16 5,683 － － 5,683 

建設仮勘定 11 2,667 2,631 47 － － 47 

有形固定資産計 66,457 5,298 5,463 66,292 41,149 2,510 25,142 

無形固定資産        

借地権 25 － 25 － － － － 

ソフトウェア 68 774 － 842 163 157 678 

施設利用権 124 － 0 124 104 0 19 

ソフトウェア仮勘定 615 875 774 716 － － 716 

無形固定資産計 833 1,650 800 1,683 268 158 1,415 

長期前払費用 292 128 30 389 － － 389 

繰延資産  － － － － － － － 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

貸倒引当金 1,262 1,132 － 1,262 1,132 

賞与引当金 586 600 586 － 600 

役員賞与引当金 － 70 － － 70 

役員退職慰労引当金 420 101 － － 521 



(2）【主な資産および負債の内容】 

① 流動資産 

イ．現金及び預金 

ロ．受取手形 

相手先別内訳 

期日別内訳 

区分 金額（百万円） 

現金 － 

預金   

普通・当座預金 946 

定期預金 15,200 

外貨預金 98 

計 16,244 

合計 16,244 

相手先 金額（百万円） 

  北海道酒類販売株式会社 3 

  長野県酒類販売株式会社 2 

  株式会社長崎県酒販 1 

  大分県酒類卸株式会社 1 

  大和化成株式会社 1 

  その他 3 

合計 13 

期日別 金額（百万円） 

平成18年12月 5 

平成19年１月 7 

平成19年２月 0 

合計 13 



ハ．売掛金 

相手先別内訳 

売掛金の発生および回収ならびに滞留状況 

ニ．商品 

ホ．製品 

相手先 金額（百万円） 

  味の素株式会社 18,892 

  カルピスフーズサービス株式会社 841 

  カルピス味の素ダノン株式会社 284 

  伊藤忠商事株式会社 219 

   国分株式会社 122 

  その他 645 

合計 21,006 

前期繰越高 
（百万円） 

当期発生高 
（百万円） 

当期回収高 
（百万円） 

次期繰越高 
（百万円） 

回収率（％） 滞留日数（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

───── 
(A) ＋ (B) 

× 100 

(A) ＋ (D) 
───── 
２ 

────── 
(B) 

───── 
365 

20,760 137,548 137,302 21,006 86.7 55.4 

品名 金額（百万円） 

飲料 398 

酒類 1 

食品 32 

合計 431 

品名 金額（百万円） 

コンク飲料 144 

ストレート飲料 1,370 

酒類 33 

食品 252 

合計 1,801 



ヘ．原材料 

② 流動負債 

イ．買掛金 

ロ．未払金 

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

品名 金額（百万円） 

香料類 131 

牛乳・脱脂粉乳 69 

ビン・缶 10 

糖類 86 

果汁類 24 

包装材料類 60 

ビタミン類 45 

その他容器 16 

その他 269 

合計 713 

相手先 金額（百万円） 

  東洋製罐株式会社 2,240 

  カルピス伊藤忠ミネラルウォーター株式会社 1,413 

   全国農業協同組合連合会 880 

  北海製罐株式会社 718 

    味の素株式会社 651 

  その他 7,756 

合計 13,661 

区分 金額（百万円） 

販売関係 4,591 

設備関係 1,066 

広告販促 1,010 

運送関係 697 

その他 2,161 

合計 9,528 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

（注）当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、会社法第166条第１項に掲げる

権利、株主の有する株式数に応じて募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割当てを受ける権利ならびに単元未

満株式の売渡請求をする権利以外の権利を有しておりません。 

事業年度 １月１日から12月31日まで 

定時株主総会 ３月中 

基準日 12月31日 

株券の種類 １株券 ５株券 10株券 50株券 100株券 500株券 1,000株券 
10,000株券 

剰余金の配当の基準日 
    ６月30日 

  12月31日 

１単元の株式数 1,000株 

株式の名義書換え  

取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番２号（東銀ビル） 
東京証券代行株式会社 

株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番２号（東銀ビル） 
東京証券代行株式会社 

取次所 中央三井信託銀行株式会社 本支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 分割、汚損等による再発行は、１枚につき50円に印紙税相当額を加えた
額 

単元未満株式の買取り  

取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番２号（東銀ビル） 
東京証券代行株式会社 

株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番２号（東銀ビル） 
東京証券代行株式会社 

取次所 中央三井信託銀行株式会社 本支店 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

単元未満株式の買増し  

取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番２号（東銀ビル） 
東京証券代行株式会社 

株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番２号（東銀ビル） 
東京証券代行株式会社 

取次所 中央三井信託銀行株式会社 本支店 

買増し手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 東京都において発行する日本経済新聞 

株主に対する特典 なし 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社は、親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書およびその添付書類 

 事業年度（第59期）（自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日）平成18年３月31日関東財務局長に提出 

(2）半期報告書 

 （第60期中）（自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日）平成18年９月28日関東財務局長に提出 

(3）臨時報告書 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号および第19号（財政状態および経営成績に著しい影響を

与える事象）の規定に基づく報告書  平成18年４月27日関東財務局長に提出 

(4）臨時報告書 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号（財政状態および経営成績に著しい影響を与える事象）

の規定に基づく報告書  平成18年７月31日関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年３月３０日

カ ル ピ ス 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているカルピス株式会社の

平成１７年１月１日から平成１７年１２月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算

書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、カルピス株式会

社及び連結子会社の平成１７年１２月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 １．連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当連結会計年度より「固定資産の減

損に係る会計基準」及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」を適用して連結財務諸表を作成している。 

 ２．注記事項（セグメント情報）【事業の種類別セグメント情報】の事業区分の方法の変更に記載されているとおり、会社は当連

結会計年度より事業区分の方法を変更した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 名古屋 信 夫 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 細 井 和 昭 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１９年３月２９日

カ ル ピ ス 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

  

私どもは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているカルピス株式会社の平成

１８年１月１日から平成１８年１２月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連

結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、私どもの責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

私どもは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、私どもに連結財務諸

表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用し

た会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。私どもは、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私どもは、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、カルピス株式会社及

び連結子会社の平成１８年１２月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フロ

ーの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 
  
追記情報 

 １．連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項４．(3)に記載されているとおり、会社及び連結子会社は当連結会計年度よ

り、「役員賞与に関する会計基準」を適用して連結財務諸表を作成している。 

 ２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１９年１月３１日開催の取締役会において、持分法適用関連会社である

カルピス味の素ダノン株式会社の株式を全株譲渡すること及び同社に貸与している固定資産を同社に譲渡することを決議し、同

日付で株式及び固定資産の売買契約を締結した。 
  
会社と私ども両監査法人又はそれぞれの業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  
以  上 

  
 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 
  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 原 科 博 文 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 佐 野 康 一 

      

至 誠 監 査 法 人 
  

  
代 表 社 員
業務執行社員 

公認会計士 立 田 三 彦 

      

  
代 表 社 員
業務執行社員 

公認会計士 関     功 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年３月３０日

カ ル ピ ス 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているカルピス株式会社の

平成１７年１月１日から平成１７年１２月３１日までの第５９期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処

分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務

諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、カルピス株式会社の

平成１７年１２月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示して

いるものと認める。 

  

追記情報 

 会計処理方法の変更に記載されているとおり、会社は当事業年度より「固定資産の減損に係る会計基準」及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」を適用して財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 名古屋 信 夫 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 細 井 和 昭 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１９年３月２９日

カ ル ピ ス 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

  

私どもは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているカルピス株式会社の平成

１８年１月１日から平成１８年１２月３１日までの第６０期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等

変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、私どもの責任は独立の立場から財務諸

表に対する意見を表明することにある。 

私どもは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、私どもに財務諸表に

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会

計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでい

る。私どもは、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私どもは、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、カルピス株式会社の平成

１８年１２月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。 
  
追記情報 

 １．重要な会計方針の注記４．(3)に記載されているとおり、会社は当事業年度より「役員賞与に関する会計基準」を適用して財務

諸表を作成している。 

 ２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１９年１月３１日開催の取締役会において、関係会社であるカルピス味

の素ダノン株式会社の株式を全株譲渡すること及び同社に貸与している固定資産を同社に譲渡することを決議し、同日付で株式

及び固定資産の売買契約を締結した。 
  
会社と私ども両監査法人又はそれぞれの業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  
以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 
  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 原 科 博 文 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 佐 野 康 一 

      

至 誠 監 査 法 人 
  

  
代 表 社 員
業務執行社員 

公認会計士 立 田 三 彦 

      

  
代 表 社 員
業務執行社員 

公認会計士 関     功 
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